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1．問題一一大内氏の主張と論拠

H．マルクスは差額地代Hの成立を「限界原理」によ

　るとみているか

更．マイナス利潤を生ずる追加資本は投下されないか

W．穀価の「限界原理」による決定は「土地所有の法

　則」によらずに「資本の法則」によるのか

V。穀爾の「平均原理」による決定では「最劣等地に

　も生ずる差額地代」は理解できなくなるか

W．むすび

fl。問題 大内氏の主張と論拠

　大内力氏は，その著書『地代と土地所有1）』の「差額

地代第二形態について」と題する第3章において，差額

地代Hにかんし，つぎのような2つのあい関連する見解

を結論的に表明されている。

　（1）差額地代IIIは「収穫逓減」の場合だけに成立し，

　　「収穫不変」や「収穫逓増」の場合には成立しない。

　　したがって，　「収穫不変」や「収穫逓増」のもとで

　　も，差額地代llが形成されるとするマルクスおよび

　　エンゲルスの見解はいずれも誤りである。

　（2）差額地代llをもたらす土地生産物の市場調整的

　　価格を規制するものは，最終・最劣等の投資の個別

　　的生産価格（以下，市場調整的価格のこのような規

　　制のしかたを「限界原理」と略称する一高島）で

　　あって，最劣等地における諸投資の個別的平均生産

　　価格（以下，市場調整的価格のこのような規制のし

　　かたを　「平均原理」と略称する一高島）　ではな

　　い。したがって，差額地代Kにかんする表のシステ

　　ムとしては，最終・最劣等の投資が単独に平均利潤

　　を要求するものと原則的に解する「マルクスの方式」

　　が正しく，諸投資がつねに全体的に平均利潤を確保

　　するものと解する「エンゲルスの方式」は誤ってい

　　る。

　この2つの結論的見解のうち，第1の見解について

は，わたくしは，すでに本誌前号所載の拙稿2）において，

それが氏の独断的二二にもとつく謬論であること，すな

わち，氏の二三は，差額地代llを迷信的な，いわゆる

「収穫逓減の法則」と結びつけてしか理解できないリカ

ード地代論の再版にほかならず，差額地代llの成立，つ

まり，これをもたらす市場調整的価格の決定は，「収穫」

の「逓減」・「不変」・「逓増」のいかんとなんら関係のな

いことを知らない謬見であることを詳細に論証したので

ある。

　そこで，わたくしは，ひきつづき，氏の第2の見解に

ついて検討しなげればならないのであって，これを試み

たのが本稿である。したがって，本稿は，差額地代Eに

かんする大内氏の所説にたいする批判の前稿の続論であ

る。前壷と併読されることを希望する。

　問題は，差額地代Rをもたらす市場調整的価格はいか

なる「原理yにもとづいて決定されるかである。

　大内氏がこの問題を取りあげて究明にあたられたの

は，はやくから地代論研究者のあいだに，差額地代Hを

めぐる本質的に重要な問題として，翫資本論』第3巻第

41章および第42章をつうじてのマルクスの表のシステ

ムと，それを補足・整理したという第43章のエンゲル

スの表のシステムとのあいだには「矛盾」がありはしな

いかと指摘されていたからである。そして，氏は，この

「矛盾」の解明にたちむかわれて，われわれがうえにみ
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たように，差額地代Hを生ずる市場調整的価格の決定は

「平均原理」によらず，　「限界原理」によるという結論を

だされたのであるが，この結論をひきだすにいたる氏の

主要な「論拠」を，わたくしなりに整理・要約してみれ

ば，おおよそつぎの4点として示すことができる。

　（1）差額地代ftの成立について，エンゲルスは「平

　　均原理」によると解しているのに反して，マルクス

　　はむしろ「隈界原理」によると考えている。

　（2）　生産性の低下する追加資本が投下される場合，

　　それ自体としてマイナス利潤を生ずるような投下は

　　行なわれるはずがない。

　（3）差額地代Hをもたらす市場調整的価格が「限界

　　原理」にしたがって決定されるのは，マルクスのみ

　　るように「土地所有の法則」によるのではなく，「資

　　本の法則」そのものによる。つまり，土地所有が存

　　在しなくても，それ自体として平均利潤を生まない

　　ような追加資本は，資本の本性として投下されるわ

　　けがない。

　（4）　差額地代9を生ずる市場調整的価格がエンゲル

　　スのように「平均原理」によって決定されるという

　　なら，マルクスの書いた，『資本論譲第3巻第44章

　　の「最劣等地にも生ずる差額地代」は理解できず，

　　また，市場調整的価格がマルクスのように「限界原

　　理」によって決定されるというなら，エンゲルスの

　　補足した第43章の「差額地代豆一身3例，生産

　　価格が上騰する場合」は理解できなくなる。

　大内通の主張の「論拠」は・以上の4点につきるわげ

ではない。これらのほか，つぎの諸点もあわせて指摘さ

れている。

　（a）農業の生産においては土地の惣然上露隈監のた

　　めに，同じ土地に，逓減する生産性をもつ追加資本

　　を投下することを余儀なくされる。そして・こうし

　　たかたちで，資本の運動が制約されるからこそ，追

　　加投資はたがいに区別・分離されるものとなり，そ

　　れ自体として単独に平均利潤を要求するものとな

　　る。

　（b）土地にたいして継起的に投下される諸資本の生

　　劇生をたんに平均的にとらえるだけならば・差額地

　　代1の成立は考えられても頁の形成は考えられな

　　い。けだし，こうしたとらえかたでは，地代はF資

　　本の差」としてではなく，もっぱら土地種類のあい

　　だの「豊度の差」として形成されるとみられるから

　　である。

　この（a）および（b）の論拠は，ある意味において

は，まえの（1）～（4）以上に，差額地代ffの本質：に

かかわる重大な問題点であるといえる。しかし，これら

の論拠については，前号の拙稿において詳細な論評3）を

試みているので，ここに，ふたたび取りあげることはや

めにする。

　したがって，本稿においては，以下，もっぱら前記4

つの「論拠」に限って，順次，その当否を検討しよう。

　なお，この検討にさきだち，批判の視点を明らかにし

ておくことは，これから述べていく拙論の理解に役だつ

と思うので，問題にかんする私見を結論的に示せば，わ

たくしは，差額地代9をもたらす市場調整的価格の決定

は，大内氏の主張とは異なり，一般に，「限界原理」に

よるのではなくて，　「平均原理」によるのであり，しか

も，この点，マルクスとエンゲルスとのあいだには基本

的に見解の相違はないと考えるものである。

　註。！）　大内衆心『地代と土地所有誰，昭和33年10

　　　　月，東京大学出版会刊。

　　　2）　拙稿，　「差額地代第二形態といわゆる『収穫

　　　　逓減の法則s一大内教授の所説に対する批判

　　　　一」，　「茨城大学農学部学術報告」第12号，

　　　　昭和39年10月刊，所載。

　　　3）　差額地代Hは「収穫逓減」の場合だけに成立

　　　　し，　「収穫不変」や「収穫逓増」の場合には成

　　　　立しないという大内氏の謬見を批判した上掲拙

　　　　稿において，わたくしは，　「収穫逓減」・「収穫

　　　　逓増」のいずれの場合においても，同一の土地

　　　　における継起的諸投資の「差等のある諸結果」

　　　　は，たとえ現実的には「区別」困難であっても，

　　　　抽象的理論の場では「区別」可能であると考え

　　　　てよいと主張し，その限りで，　「収穫逓減」の

　　　　場合はもちろん，「収穫逓増」の場合でも，「最：

　　　　末端の最終投資」だけは，それ摩身単独に全投

　　　　資のなかから切り離して引きあげることができ

　　　　るという見解をとった。しかし，考えてみると，

　　　　ひとたび投下された諸資本はすべて一体化して

　　　　相互に「区別」することはできなくなっている

　　　　とみられるから，抽象的理論の場で，その一部

　　　　の資本を全体から切り離して引きあげることが

　　　　できるとしても，この引きあげ可能の資本が，

　　　　果たして，最初の投資のものであるか，あるい

　　　　は最終の投資のものであるかの嘔携」をつけ

　　　　ることはもはや不可能であるといわねばならな

　　　　い。　したがって，ここに，いいうることは，投

　　　　資全体のなかから，その一部の資本が分離・引

　　　　きあげられるということだけであって，この分

　　　　離・引きあげ可能の資本を，諮稿のように，
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「最末端の最終投資」に限るというのは正しく

ないであろう。この機会に私見を訂正しておき

たい。

　H。マルクスは差額地代夏豆の成立を

　　　「限界原理」によるとみているか

　われわれは，大内氏の主張の批判を，まず，その第1

の「論拠」，マルクスは，エンゲルスと異なって，差額

地代Hの成立を「平均原理」ではなく，　「限界原理jに

よるとみているという論点の検討からはじめよう。

　大内氏は，われわれがまえに述べたところがら明らか

なように，差額地代Hにかんする表のシステムとして，

「限界原理」にもとつくものを「マルクスの方式」，「平

均原理」にもとつくものを「エンゲルスの方式」と呼ん

で両者を区別し，このうち後者は誤りで前者が正しいと

主張されている。

　だが，果たして，氏の解するように，差額地代Hの成立

にあたって，エンゲルスはつねに「平均原理」をとって

いるのに，マルクスはこれをとっていないといいうるで

あろうか。いいかえれば，氏のように，問題にかんし両

方式を機械的に峻別し，「三界原理」によるものは「マ

ルクスの方式」で，一一方，「平均原理」によるものは「エ

ンゲルスの方式」であると決めつけてよいものであろう

か。

　なるほど，『資本論sにおいて，マルクスによって作

られている差額地代Hの諸表と，エンゲルスによって作

られている同じ差額地代Hの諸表とを対比すれば，表の

システムとして，一見，たがいに相違があるように思わ

れる。そして，この相違は，また一般には，『資本論£

第3巻の成立事情と関係があるように考えられている。

　周知のように，91資本論』第3巻はマルクスの遺稿に

もとづいて，エンゲルスが編集・刊行したものである。

ところで，このうち「地代」にかんする第6篇は，エン

ゲルスによれば，「利子生み資本」にかんする第5篇に

くらべて，「はるかに完全に仕上げられていたが，けっ

して秩序立っていなかった1）」し，ことに，「差額地代

II］のところの表と，第43章では，ここで取扱われるべ

き差額地代Hの第3例がまったく研究されていないのを

発見した2）」ために，「もっとも骨が折れる3）」部分にな

ったということである。そこで，エンゲルスは，第6篇

の第40章から第44章にいたる諸章として，差額地代

Hをまとめるにあたって，マルクスによって作成された

諸表を仔細に検討するとともに，表題のみあって内容の

叙述を欠いだ第43章の第3例をみずから筆を執って補

足しなければならず，さらに，同章において，差額地代

9にかんするマルクスの諸表の研究から帰結されてくる

一・ﾊ的結論や，この結論に明確な基礎を与えるために必

要な新しい一連の諸表をみずからの手でしあげなければ

ならなかった。もちろん，エンゲルスのこの補足と整理

は，マルクスの草稿はみだりに改変すべきではないとい

う見地から，必要最少三度にとどめられることになった

が，しかし，マルクスの叙述が印刷のための最終原稿と

してねりあげられていないために，誤解をおそれて，や

むなく注記を必要とした箇所4）もなくはなかった。そし

て，こうした事情が，差額地代llにかんするマルクスお

よびエンゲルスの『資本論』における説萌をいちじるし

く難解なものにしたばかりでなく，また，多くのひとに，

マルクスとエンゲルスとのあいだには差額地代互につい

ての基本的見解とその方式に相違があるというみかたを

生ぜしめる一原因となっているのである。

　ところで，差額地代llにかんするマルクスとエンゲル

スとのあいだの見解の相違という問題は，上述のように，

異体的には，第4！章および第42章をつうじてのマル

クスの表のシステムと，これを整理した第43章のエン

ゲルスの表のシステムとのあいだのr矛盾」というかた

ちで提起されているのである。

第！表：『資本論』第43章のエンゲルスの表11．
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表註．1）K．Marx，　Dasκ‘ψ磁Z，　Bd．皿，　Dietz　Verlag，　S．767，邦訳

　　　　　『資本論』第3巻，青木文庫版（12）p．1011，

　　　　　岩波文庫版（11），p．176．

　　　2）原表にある地代増加の欄ははぶいた。
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第2表：『資本論』第43章のエンゲルスの表13．
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表註．！）K．Mari，A．　a．0．，　S．768，邦訳前掲，青木文鷹版（12），　p．1012，

　　　　　岩波文庫版（11），p．！77～8．

　　　2）原表にある地代増加の欄ははぶいた。

　そこで，まず，エンゲルスのシステムといわれるもの

をみれば，これは，たとえば，第2表のごとくである。

この表は，エンゲルスが，第43章の「結論」のなかで，

これまでのマルクスの諸表にかわるものとして新たに作

成した14の表のうちの1つであって，第1表を出発点

とし，さらにA地を除く各優等地にそれぞれ生産性の低

下する第2次投資が行なわれても，市場調整的価格はも

とどうり不変である（ただし，B地は無地代地となる）

という場合である。

　このエンゲルス作成の第2表において，最劣等の生産

性を示す投資は，いうまでもなく，B地の第2次投資で

ある。しかるに，市場調整的！面格は，この最劣等の投資

の個別的生産癒格によっては決定されず，これより生産

性のヨリ高いA地の投資の個別的生産価格によって決定

されている。すなわち，エンゲルスは，この場合，市場

調整的価格の決定を「限界原理」によるものとはせず，

むしろ，　「平均原理」によるものとしている。

　このように，エンゲルスが，市場調整的価格の決定を

「平均原理」によるとみている例は，上掲第2表の場合

だけではなく，ほかにもある。第2表，すなわち，第43

章のエンゲルスの表！3につづく彼の表！45）や，表176）

や，表207）は，ここに煩雑をさけて表そのものは引用

しないが，いずれもその事例である。

　また，同じ第43章の「差額地代fi　一管3例，生産

価格が上騰する場合」は，さきにも述べたように，マル

クスによって表題だけが与えられ，内容はもっぱらエン

ゲルスによって書きたされたものであるが，ここでXン

ゲルスが，マルクスのまえに用いたと同じ数字を使って

作成している7つの表も，「平均原理」によるとみられ

る事例である。いま，このうちの1表を第3表として引

用しよう。

　この第3表は，A，　B，　C，　Dの各等級地に生産性の

低下する第2次投資が行なわれて市場調整的価格が上騰

する場合である。この場合，エンゲルスは，上騰する市

場調整的価格は最劣等の投資であるA地の第2次投資の

個別的生産価格によって決定されるものとはみずに，A

地の第1次投資と第2次投資とをあわせた資本全体の平

均生産価格によって決定されるものとみている。すなわ

ち，ここでもエンゲルスは，「隈界原理」ではなくて，

「平均原理」によって，差額地代Hが成立すると考えて

いるようである。

　ところで，大内氏は，エンゲルスの作成する以上の諸

表例をみて，エンゲルスにおいて，「ひとつの土地に投

下された諸資本の平均によって個別的生産価格がきま

第3表　　『資本論S第43章のエンゲルスの表9．
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表註．1）K．Marx，　A．　a．0．，　S．762，邦訳前掲，青木文庫版（12），　p．1004，

　　　　　岩波文庫版（！1），p．！67．

　　　2）原表にある利潤，穀物地代および地代率の欄ははぶいた。
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り，そのうちの鍛大のものが市場価格を規制するという

考え方がうちたてられていること8）」は，これで十分，

「明らかになった9）」とされている。すなわち，差額地

代ffの成立において，エンゲルスは，市場調整的価格の

決定をつねに「平均原理」によると考えているというの

である。

　だが，同時に，大内氏は，このエンゲルスの基本的考

えかたは，じつは，マルクスのそれに対する「本質な改

変lo）」であるとみられている。というのは，差額地代H

にかんするマルクスの基本的見解は，エンゲルスとは異

なって，「生産性のもっとも低い投資が単独で生産価格

を要求し，それが市場価格を規制する11）」ところにあ

る，つまり，マルクスは，差額地代9をもたらす市場調

整的価格の決定を基本的には「平均原理」によるのでな

くて，むしろ「限界原理」によると考えていると解され

るからである。

　では，氏が，マルクスは「限界原理」にもとづいて差

額地代llの成立を考えているとされる典拠はどこにある

のか。

　この典拠のうち，氏によって積極的なものと考えられ

ているのは，主として次の3つの箇所である。

　まず，第1の箇所は，マルクスが，第40章のなかで，

差額地代ffをもっとも抽象的なかたちで一超過利潤の

形成だけを考えて，まだ，その地代への転化の条件には

かかわらないとして一一考察するにあたって述べた以下

の文章である。

　　「各2i／2ポンドという独立の諸資本のかたちで，

　　相異なる借地農業者により4種類の土地のA，B，

　　C，D各1エーーカーに投下されている［合詞10ポ

　　ンドという同じ資本が，そうはされないで，Dの同

　　じ1エーカーに継起的に投下され，したがって第1

　　次投資は4クオーター，第2次投資は3ク）6“　一一ター，

　　第3次投資は2クオーター，最後の投資は1クオー

　　ターを生じたとすれば（これと逆の順序でもよい），

　　もっとも生産的でない資本部分によって提供される

　　この1クオータ・一一・の価格3ポンドは，なんらの差額

　　地代ももたらさないので，生産価格3ポンドの小麦

　　の供給がなお必要とされる隈り，生産価格を規定す

　　るであろう。そして，前提によれば資本家的に生産

　　されるのであるから，つまり，3ポンドという価格

　　は21／2ポンドの資本が一般的にもたらす平均利潤

　　を含んでいるのだから，各2　1／2ポンドの他の3つ

　　の部分は，この生産物の差額に応じて超過利潤をも

　　たらすであろう。なぜなら，この生産物はその生産

　　価格で売られるのではなく，もっとも不生産的な投

　　資である21／2ポンドの，すなわち，なんらの地代

　　ももたらさず，その生産物の価格は生産価格の一般

　　的法則によって調整されている［投資コの生産価格

　　で売られるからである。12）」

　そして，大内氏は，このマルクスの叙述に依拠して，

マルクスが，「継起的に投下される諸資本のうち，もっ

とも生産性の低いものが単独で市場価格を規制し，した

がって生産性のより高い資本には超過利潤が生ずると考

えている13）」ことは「明らか14）」であると論定されて

いる。

　つぎに，第2の箇所は，マルクスが，第41章「差額

地代H一第1例，生産価格が不変な場合」において掲

げている第4表の場合である。

　この第4表は，最劣等地A以外の各等級地に，生産性

の低下する第2次資本が投下されながら，・その低下率は

資本の増大率におよばず，しかもA地の投資の個別的生

産価格はいぜんとして市場価格を規制するという想定の

もとに作られている。したがって，ここでは，B，　C，

D各地の第2次投資のうちで，もっとも生産性の低いの

はB地のそれであるが，しかし，それは，なおA地の投

資の生産性よりは高くなっていて，このため，超過利潤

第4表・『資本論』第41章のマルクスの表3．
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炎註．1）K．Marx，　A．　a．0．，　S．738，邦訳前掲，青木文庫版（12），　p．969，

　　　　　岩波文庫版（！！），p．！26．

　　　2）原表にある利潤，穀物地代および超過利潤率の欄ははぶいた。
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第5表：『資本論譲第44章のマルクスのあとの表
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表徳．1）K。Marx，　A．　a．0．，　S．788，邦訳前掲，青木文庫版（！2），

　　　　　p．1044，岩波文庫版（11），p．217．

　　　2）原表にある貨幣収益および穀物地代の欄ははぶいた。

を収めることになっている。

　ところで，この第4表に対応するエンゲルスの表，す

なわち，第43章のエンゲルスの表1415）をみると，そ

こでは，B地の第2次投資の生産性はA地のそれより低

く，最劣等の投資ということになっている。だが，市場

調整的価格は，この最劣等の投資の個別的生産価格によ

っては決定されていないのである。

　そこで，大内氏は，マルクスがエンゲルスと異なって，

第4表を，B地の第2次投資の生産性はA地の投資のそ

れより高いというかたちに作ったのは，そもそも彼が，

差額地代llの形成は一般に「限界原理」にもとつくと考

えている証拠である，すなわち，「マルクスの差額地代

llにおける表は，収穫逓減のばあいにも，ほぼ，最終投

資が単独で平均利潤ないしそれ以上のものをえるように

つくられている16）」のであって，この第4表の場合は，

まさに，その代表的事例であるといわれている。

　さらに，第3の箇所は，第44章「最劣等地にも生ず

る差額地代」においてマルクスの作成掲記している第5

表の場合である。

　この表においては，はじめ6ポンドの生産費（平均利

潤を含む）をもって3　1／2クオーターを生産していたB

地に，さらに，3　i／2ポンドの生産費を追加することによ

って1クxt　一ターの増産が行なわれたが，そのとき市場

調整的緬格はこの最終・最劣等の投資による1クオータ

ーあたり31／2ポンドの個別的生産価格によって規制さ

れ，このため最劣等地Aにも差額地代が発生すると考え

られている。

　そして，大内氏は，市場調整的価格が最終・最劣等の

投資の個別的生産価格によって規制されるとされる，こ

の第5表の場合において，差額地代ffの形成にかんする

マルクスの基本的箆解，つまり，「最終投資が単独で平

均利潤を要求するという考え方17）」が「もっとも端的に

しめされている18）」とみられている。

　さて，大内氏の指摘される以上3つの箇所は，果たし

て氏の解されるように，マルクスが差額地代買の形成

にかんする基本的考えかたとして「平均原理」でなくて

「三界原理」をとっていると断定しうる論拠になるであ

ろうか。以下，これを，順次，検討しよう。

　まず，大内氏のあげる第1の箇所についていえば，そ

こでは，D地の同じ1エーカーの土地に生産性の逓減す

る各21／2ポンドの資本が継起的に投下され，そのもっ

とも生産性の低い最終の資本部分の個別的生産価格1ク

オータ・一3ポンドによって一般的生産価格が規定される

ことになっているが，この場合，われわれの忘れてなら

ないことは，「生産癒格3ポンドの小麦の供給がなお必

要とされる限り」という「前提」がつけられていること

である。この「前提」は，言葉をかえていえば，資本の

続投一一生産性の逓減する一によって生産が増加して

も，増大する需要を過不足なくみたすためには，なお，

1クオーターを3ポンドの生産費（平均利潤を含む）で

生産する最劣等の投資を必要不可欠としていることを示

すものであって，この「前提」にたつ隈り，閥題の場合

マルクスのいうように，一般的生産価格が最終・最劣等

の投資の個別的生産価格に一一L致して規定されるというこ

とは，むしろ当然といわなければならない。

　また，マルクスは，そこで，「これと逆の順序でもよいコ，

つまり，生産性の逓減する継起的投資の場合でなくて，

これとは反対に生産性の逓増する継起的投資の場合であ

っても，一般的生産価格は最劣等の投資の個別的生産価

絡に一致して規定されると解しているが，このマルクス

の理解も，上記「前提」が設けられているという事実に

照らして，はじめてわれわれに納得のゆくことがらであ

る。「この前提」なしには，そもそも「これと逆の順序で

もよい」という理解はけっしてでてこないはずである。

なぜなら，もし，この「前提」がなければ，D地の第1

次投資による4クオーーターの生産によって，はやくも需
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要がみたされ，第2次以下の諸投資を不要とするかも知

れないし，反対に，この「前提」があれば，需要の増大に

応じて第2次以下の諸投資があいついで行なわれても，

必要な供給を確保するためには，1クオーターを3ポン

ドの生産費で生産する第4次投資を不可欠とするがゆえ

に，一般的生産価格は，この最終・最劣等の投資の個別

的生産価格に一致して規定されるということにならざる

をえないからである。

　要するに，嗣一の土地に対して諸資本が継起的に投下

される場合，それが収穫逓減的投資であれ，収穫逓増的

投資であれ，いずれにしても，市場調整的価格が「平均

原理」的に決まらずに，「限界原理」的に決定されるの

は，もっぱら，この市場調整的価格をその水準で決定す

べき最劣等の投資が需要を過不足なくみたすために必要

不可欠であると「前提」される限りにおいてである。そ

れゆえ，この「前提」を欠くところでは，市場調整的価

格はけっして「限界原理」的には決定されない。決定さ

れないのみか，収穫逓減的投資の場合であろうと，また

反対に収穫逓増的投資の場合であろうと，この「前提」な

しには，ほんらい，市場調整的緬格が，一定の水準，た

とえば1クオーター一　3ポンドの水準で現われることさえ

不可能なのである。いま，掌りに，収穫逓減的投資の場

合を考えるとして，その「前提」を欠くとすれば，市場

調整的価格はどのように決定されるとみるべきか。おそ

らく，まず第1次投資による4クオーターの生産物は需

要を過不足なくみたすものと仮定し，その仮定のもとで，

このときの市場調整的価格はこの4クオーターの生産物

の個別的生産価格3／4ポンドによって決定されるとみる

ほかあるまい。だが，つぎの第2次投資が行なわれると

すればどうなるか。このときの市場調整的価格が，解り

に「限界原理」的に決定されるものとするならば，この

価格の決定は，やはり，第2次投資による3クオーター

の追加生産がその後の需要の増大を過不足なくみたす

という想定のもとで行なわるべきものであろう。すなわ

ち，その想定のもとで，はじめて市場調整的価格は，こ

んどは，第2次投資の個別的生産価格1クオーター1ポ

ンドによって決定されるということになる。こうして，

増大する需要に応じて，しだいに継起的投資が進み，市

場調整的価格がそのつど最終・最劣等の投資の個別的生

産価格によって決まるとしても，うえにみるような「前

提」が設けられない限り，その継起的投資はどこまでも

続き，したがって市場調整的価格もどこまでも上騰し

て，それが！クオーター3ポンドという一定の水準をも

って現われるということはとうてい不可能なのである。

　さて，われわれは，問題の箇所において市場調整的価

格が「限界原理」にしたがって決定されるとされている

のは，それ相当の「前提」が設けられているからだとい

うことを明らかにしたが，それでは，マルクスは，差額

地代ffをもたらす市場調整的価格の一般的決定につい

て，つねに，そうした「前提」を設けているからであろ

うか。これにたいして，わたくしは否といわなければな

らない。マルクスは，一般的には，そうした「前提」な

しに，差額地代lllの成立を論じているのであって，そう

である限り，この問題の箇所は，やはり，差額地代Hの

形成にかんする市場調整的価格決定の一般的場合でなく

て，むしろ特殊的場合とみるべきであろう。したがって

われわれは，こうした特殊的場合をもって，一般的場合

とみる大内氏の見解，すなわち，問題の箇所をもって，

マルクスの差額地代Hにかんする基本的考えかたが「限

界原理」にあることを示すとする大内氏の見解には賛成

できないのである。

　つぎに，大内氏のあげる第2の箇所についていえば，

第4表は，なるほど，氏のいわれるように，これに対応

するエンゲルスの表！4と異なって，B地の第2次投資

の生産性は市場調整的なA地投資のそれより高くなって

いる。しかし，だからといって，このことは，マルクス

がエンゲルスと違って，差額地代Hの成立を一般に「隈

界原理」によると考えていたという証拠にはならないで

あろう。げだし，第4表において，A地は市場調整的な

最劣等地であるとはいえ，そこでは第2次投資が行なわ

れていないため，差額地代IIIをもたらす市場調整修羅格

の決定がほんらい「限界原理」によるべきものか，それ

とも「平均原理」によるべきものかについてのマルクス

の基本的考えかたを，この表から読みとることはできな

いからである。

　一方，エンゲルスの表14は，あとで述べるように，

多くのひとに疑問をいだかせているとはいえ，　「平均原

理」にもとづいて作成されていることはたしかである。

この表における最劣等の投資はB地の第2次投資である

が，これによっては市場調整的価格は決定されていない

からである。ところで，マルクスがエンゲルスと異なっ

て「平均原理」ではなくて「限界原理」をとるべく，第

4表を，エンゲルスの表14のようには作成しなかった

というならば，われわれは，マルクスがエンゲルスの表

！4におくれて第4表を作成したのではなく，むしろ，そ

の逆であったといわなければならない。エンゲルスは，あ

くまでも，マルクスの第4表の考えかたに則し，さらに

これをいっそう明確にするために，表14を作成してい

るのであって，両表のあいだに，B地の第2次投資の生
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産性がA地の投資のそれより高いか低いかの違いはあっ

ても，それは，のちに明らかにするように，けっして両

表のあいだの本質的差異を示すものではないのである。

　さらに，大内氏のあげる第3の箇所についていえば，

第5表は，たしかに氏のいうように，最劣等の投資がそ

れ自身単独に平均利潤を収めるようになっている。だ

が，この場合に市場調整的価格が「限界原軸によって

決定されていることをもって，それが，そのまま，ただ

ちに，差額地代9の形成にかんするマルクスの基本的考

えかたを示すものとみてよいだろうか。

　われわれは，ここにふたたび，まえの第1の箇所の検

討のさいに明らかにした「前賢一一差額地代Hを生ず

る市場調整的価格が「隈界原理」にもとづいて決定され

るために必要とされた「前提」のことを想起しなければ

ならない。ところで，この同じ「前提」が，じつぱ，第

5表の場合にも，萌らかに想定されている。すなわち，

この場合，：B地に3　i／2ポンドの生産費（平均利潤を含

む）を追加投下して，これによって1クーt　一一ターの増加

生産をあげることは，増大する需要を過不足なくみたす

ために必要不可欠であると「前提！され，しかも，この

「前提」のもとに，はじめて，市場調整的価格は，その

最劣等の追加投資の個別的生産価格1クオーター3x／、

ポンドに一致して決定するとされているのである。

　このように，第5表における市場調整的価格の「限界

原理」にもとつく決定が，第1の箇所の場合とまったく

同じ「前提」のもとになされている以上，その決定は，

差額地代Hの形成にかんする一般的条件にもとつく決定

ではなくて，やはり特殊的条件にもとつく決定とみるべ

きである。したがって，この特殊的条件にもとつく「限

界原理j的決定をもって，一般的条件にもとつく決定と

誤断することは許されない。いいかえれば，第5表にお

いて，市場調整的価格が「隈界原理」によって決定され

ていても，これをもって，大内氏の解するように，マル

クスの差額地代豆の形成にかんする一般的考えかたがそ

うであるとは断定しえないのである。なぜなら，第5表

は，差額地代ffの形成についての一般的規定によるもの

ではなくて，むしろ，その特殊的規定によるものだから

である。

　以上のように，大内氏のあげる3つの箇所は，いずれ

も，これをもって，差額地代Hにかんするマルクスの基

本的見解が「限界原理」にあると論断するにたる証拠と

なるものではない。じじつ，マルクスは，大内氏の理解

と異なって，『資本論』の各所において，差額地代IIを

生ずる市場調整的価格の決定は，一般に，　「限界原理」

によるのでなくて，むしろ「平均原理」によることを示

している。以下，このうち2つの事例だけを表によって

うかがってみよう。

　まず，第42章「差額地代ff・一夕2例，生産価格が

低落する場合」において，マルクスの作成・掲記する第

6表をみよ。

　この表においては，生産性の低下する追加資本が最劣

等地Aを除く各優等地に投下されることによってA地は

耕作圏外に追放され，このため市場調整的価格は低落す

るとされている。そして，この市場調整的価格は，この

場合，開らかに「平均原理」にしたがって決定されてい

る。すなわち，それは，新しい最劣等地Bの第1次投資と

第2次投資の2つの資本をあわせたものの平均生産価格

として，クオーターあたり1「o／7ポンドに決定されてい

るのである。だが，もし，この場合，大内氏の解するよう

に，市場調整的価格はつねに「隈界原理」によって決定

さるべきだというならば，それは，最劣等の投資である

B地の第2次投資の個別的生産価格に一致して，クオー

ターあたり2ポンドに決定さるべきであろう。しかし，

マルクスは，みられるように，そうしていない。

　そこで，この第6表について，大内氏は，「不可解19）」

であるといい，マルクスと異なって，「B地といっても，た

だ1箇所にかぎられるものではなく，…・多数のB地2G）」

第6表　　獄資本論』第42章のマルクスの表5．

土地等級 エ～カー 資本投下i利　 潤

　（ポンド）　　　　　　　！（ボンの
生産物i販売価格地　代
（クオーター） （ポンド）　（ポンド）

B
C
D

1
1
1

2渥＋2％

2渥＋2％

2％＋2渥

1
！
1

2＋％＝＝3％

3十2　＝＝5

4＋3％　＝＝7K

％
％
％

■
⊥
　
1
　
1
よ

0

2iilzf

6餌

　　　　ミ

合　計i3 ！5 16 9S3｝，｛；

表註．1）K．Marx，　A．　a．0．，　S．753，邦訳前掲，青木文庫版（12），　p．991，

　　　　　岩波文庫版（11），P，152．

　　　2）原表にある収益，穀物地代および超過利潤率の欄ははぶいた。
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土地種類　　エーカb・一・

　　第7表　　『資本論』第42章のマルクスの表6．

資　本’匠還…習「冨…畜一物「…厩硫感収
（堂黛ド黛P一怪㌘τ㌃烈（ポ・・）
2渥＋2S－5　i． U■＋・％・・＝・2」ゆ1ん

2％÷23・6＝5　　　　　　　　　6　　　　　｝　　2十2％＝＝4％　　　　　　28／11

　　　　　　　　　　　　　ト2％十2％＝＝5　　　　　　6　　　　　　　3十・3％＝6％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28／11

・％＋・％…5　6コ4覇蹄i28ん
　　・・匝4一ドー一”’s’2’．｝

代
）
　
ド
　
ン
　
ポ
也
（
目論

）
　
ン
　
ポ
更
（

A
B
C
D

舎　計

－
1
1
1
1
i

6
2
8
4

　
！
1
9
倫
60

0
6
2
8

　
　
1
136

割註。1）K．Marx，　A．　a．0．，　S．755，邦訳前掲，青木文庫版（12），　p．993，岩波文庫版（11），　p．154～5．

　　　2）原表にある利潤，穀物地代および超過利潤率の欄ははぶいた。

があり，しかも，「B地に第2次投資が・…順次に…・す

すんでゆくもの21）」と考えるならば，この投資の進行に

よる供給の増大のために価格は低落し，いま，「価格が

2ポンド以下にさがれば，もはやB地の，なお第2次投

資をしていない資本家は追加投資をしないであろう22）j，

けだし，「それ以下では，その第2次投資はそれ自体とし

ては平均利潤を生まなくなる23）」からであり，したがっ

て，「マルクスの考えたように，価格が15／7ポンドま

で低下すると考えるのは疑問である24）」と批判して，「平

均原理」によるマルクスの第6表はむしろ「限界原理」

によるように「訂正25）」すべきであると主張されている。

　この大内氏の誤ったマルクス批判は，あとで詳細に検

討することにして，ここでは，さしあたり，マルクス

が，大内氏とは異なって，差額地代ffをもたらす市場調

整的価格は「平均原理」にしたがって決定されるという

考えのもとに第6表を作成している事実を確認しておけ

ばたりるのである。

　つぎに，まえと同じ第42章「差額地代豆一下2例，

生産価格が低落する場合」において，マルクスの作成・

掲記する第7表をみれば，ここでも，市場調整的価格は

「平均原理」によって決定されている。

　この表は，各等級地に生産性の増大する追加資本を投

下して，市場調整的価格が低下する場合であるが，この

場合，その価格は最劣等の投資であるA地の第！次投資

の個別的生産価格に一致しては決定されず，この第1次

投資と第2次投資とをあわせた資本全体の平均生産緬格

に一致して決定されている。すなわち，ここでも，われわ

れは，マルクスが差額地代Hの形成を「限界原理」によら

ずに「平均原理」によって考えている事実を指摘しうる。

　ところで，このマルクスの見解と異なり，大内氏の主張

のように，差額地代llをもたらす市場調整的価格の決定

はどこまでも「限界原理」によるものとするならば，氏は

この第7表の場合をどのように説明されるのであろう

．か。表のつくられている想定にもとづいて，A地の第1

次投資は第2次投資より生産性が低く，最劣等の投資に

なっている。とすれば，氏は，この最劣等の投資であるA

地の第1次投資の個別的生産価格によって，この場合の

市場調整的野絡が決定されるというのか。そして，このよ

うに，市場調整的価格が「限界原理jによって決定され

るとするならば，最劣等の第！次資本がこれより生産性

の高い第2次資本にさきだって投下されているこの場

合，この決定はどのように説明さるべきであろうか。だ

が，これらの疑問にかんする明確な解答は氏からきげな

い。というのは，氏は，第7表のように，生産性の増大

する追加資本が投下される場合には，もともと，差額地

代llは成立しないという見解をとっておられるからであ

る。しかし，この見解が誤りであることは，われわれが

すでに前稿において詳しく論証したところである。

　われわれは，大内氏の見解とは反対に，マルクスにし

たがい，生産性の増大する追加資本が投下される第7表

の場合においても，差額地代藍は成立すると考える。そ

して，この場合，マルクスは，「平均原理」によって市

場調整的価格の決定を考え，しかもその決定の論拠を次

のように説明している。

　　　「［最劣等地Aの…・高島］第1の3ポンドの生産

　　費は！クオーターをもたらす。第2のそれは1　i／s

　　クオーターをもたらす。ところが，この2　i／，クオ

　　ーターという全生産物は，いまやその平均価格で売

　　られる。…・一時的な市場諸関係を離れてみれば，

　　土地Aの生産物が新しい平均価格でなく，ヨリ高い

　　生産価格でひきつづき売られるのは，ただ，土地等

　　級Aの大きな面積が，エーカーあたり，わずかに2

　　1／2ポンドだけの資本をもってひきつづき経営され

　　る場合だけである。だが，エーカーあたり5ポンド

　　の資本という新しい比率が一般化し，それにつれて

　　改良．された経営が一般化すれば，調整的生産価格は

　　28んポンドに低落せざるをえないであろう。2つの

　　資本部分のあいだの区別はなくなるであろう26）。」
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　ところで，「平均原理」にかんするマルクスのこの説

明は，生産性の増大する追加資本が投下される場合，い

いかえれば「ある改良を’含む27）」投資の場合だけではな

く，生産性の低下する追加資本が投下される場合の「平

均原理」についても同じようにあてはまるであろう。す

なわち，追加資本が低下する生産性をもって投下される

場合においても，この資本が市場調整的な最劣等地の大

部分に行き渡ることになれば，市場調整的価格はおのず

から「平均原理」にしたがって決定されざるをえないこ

とになるのである。

　しかし，この問題は，いま措くとして，われわれが第

7表にかんして，とくにいいたいのは，マルクスが，こ

の表において，「平均原理」をとるだけでなく，また，

その論拠さえ明確に説開していることである。そして，

このことは，大内氏の主張とは反対に，マルクスが，差

額地代霞の成立について，かならずしも「限界原理」に

よっていないことを何よりも有年に物語っているといえ

よう。

　なお，以上の2表のほか，マルクスが，差額地代Hの

形成にかんして「限界原理」をとらず，「平均原理」を

とっている箇所28）はほかにも散見されるのであるが，こ

れらについては，あえて論及しないことにする。

　さて，われわれが，これまでみてきたことを整理して

いえば，差額地代Rの形成にかんするエンゲルスの基本

的考えかたが，大内氏のいうように，「平均原理」であ

ることはたしかであるとしても，これと異なって，マル

クスの基本的考えかたが，「限界原理」であるといいき

ることはできない。なぜなら，マルクスは場合によって

「限界原理」をとり，場合によって「平均原理」をとって

いるからである。しかし，彼が「限界原理」をとってい

るのは，すべて一定の「前提jのもとだけである。した

がって，彼においては，　「限界原理2は差額地代∬の形

成にかんするいわば特殊規定であり，これにたいして，

「平均原理」はむしろ一般規定をなすものとみられる。

　また，エンゲルスは，つねに「平均原理」をとってい

るが，だからといって，彼が「限界原理」を排否したと

はいえないであろう。マルクスの草稿を仔細に検討し，

ときには誤解を防ぐための注記29）さえしたエンゲルス

が，もし，「限界原理」にかんするマルクスの説明に反対

であるならば，けっしてこれをみのがしはしなかったと

いってよい。しかし，現に，エンゲルスが，マルクスの

そうした説明にあえて異議をさしはさんでいないところ

をみれば，Xンゲルスも，「限界原理」にかんする考えに

ついてはマルクスと同じであったとみられる。

　したがって，われわれは，大内氏の考えられるように，

差額地代IIIの形成についてのマルクスの基本的冤解とエ

ンゲルスのそれとのあいだに「矛臆」があるとは思わな

い。マルクスもエンゲルスも，ともに「平均原理」をとる一

方，また他方では「限界原理」を認めている。こうして，

マルクスとエンゲルスとのあいだに矛盾がないとすれ

ば，差額地代∬の表のシステムとして，「限界原理Aを

とるのが「マルクスの方式」であり，これにたいして，

「平均原理」をとるのが「エンゲルスの方式」であると

いう大内氏の見解が誤りであることは，また，おのずか

ら明らかであろう。なぜなら，差額地代Hをもたらす市

場調整的価格の決定は，「限界原理」によるか，「平均原

理」によるかという絶対的な二者択一ではなくて，条件

のいかんによって，それぞれの適用が考えられる相対的

なものであるからである。そして，その適用において，

「平均原理」は一般規定であり，　「限界原理」は特殊規

定であるというのが，われわれの，したがって，またマ

ルクスおよびエンゲルスの問題にたいする基本的晃解な

のである。

　しかし，この結論を，いまここに提示するのは，いさ

さか早すぎるであろう。これは，次節以下において，さ

らに明確にさるべきことであって，本節においては，さ

しあたり，マルクスが，大内氏の理解とは異なり，差額

地代llの成立を「限界原理」だけではなく，「平均原理」

によっても論じている事実を確認しておけば，それでた

りるのである。

　註．1）　：K．Marx，　Das　καか’α♂，　Bd．蟹，　Dietz

　　　　Verlag，　S．8，邦訳『資本論旨第3巻，青木文

　　　　下版（8），p．21，岩波文庫版（8），　p．17．

　　　2）　および3）ibid．，　Bd．思，　S．8，邦訳上掲，

　　　　青木文庫版（8），p。22，岩波文庫版（8），

　　　　p．　IL7．

　　　4）　たとえば，ibid．，　Bd．皿，　S．789，邦訳上掲，、

　　　　青木文庫版（！2）p．！044～5，岩波文庫版（1！），

　　　　p．　217一”8．

　　　5）ibid．，　Bd．皿，　S．768，邦訳上掲，青木文庫版

　　　　（12），p．1013，岩波文庫版（11），　p．！78～9．

　　　6）　ibid．，　Bd．皿，　S．769，邦訳上掲，青木文庫

　　　　版（！2），p．1014～5，岩波：文庫版（11），p．180

　　　　Av　1．

　　　7）ibid．，Bd．班，S．770，邦訳上掲，青木町町版

　　　　（！2），p．1016～7，岩波文鷹版（！！），　p。184、

　　　8）　および9）　大内，前掲書，p。93。

　　　10）大内，前掲書，p．93およびp．100．
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1！）大内，前掲書，p．104．ただし傍点は大内氏。

12）K：．Marx，　A．　a．0．，　S．728～9，邦訳前掲，

　青木文庫版（12），p．954～5，岩波文庫版（11）

　p．　！09．一vllO．

13）　および14）　大内，前掲書，p．88．

15）K，Marx，　A．　a．0．，　S．768，邦訳前掲，青木

　文庫版（12），p．1013，岩波文庫版（11），　p．

　178　“一　9．

！6）　大内，前掲書，p．89．

17）　および18）　大内，前掲書，p．90．

19）　　プく内，　塗施主隷書，　P．90．

20）　および21）　大内，前掲書，p．9．　1．

22）　プく内，　萄ぢ妻昌＝書，　p．91～2．

23），24）および25）　大内，前掲書，p．92．

26）　および27）K．Marx，　A。　a．0．，　S．755～6，

　邦訳前掲，青木文庫版（12），p．994，岩波文庫

　｝坂　（1！），　P．155～6．

28）　たとえば，第43章の「差額地代一般の考察

　による一般的結論」の箇所や第44章「最劣等

　地にも生ずる差額地代」などをみよ。

29）K．Marx，　A．　a．0。，S．789，邦訳前掲，青木

　文庫版（12），p．1044～5，岩波文庫版（1！），

　p．　2！7・一8．

膿eマイナス利潤を生ずる追加

　　　資本は投下されないか

　われわれは，つぎに，大内氏の主張の「論拠」の第2，

マイナス利潤を生ずるような追加資本は投下されるはず

はないという論点の検討にうつろう。

　大内氏のこの「論拠」は，じつは，氏以前に，すでに田代

隆氏によって提起されていたものである。すなわち，田

代氏は，戦後，多くの地代論研究者にさきがけて，『資本

論S第3巻第43章に掲げられた差額地代Hにかんする

エンゲルスの一連の諸表のうち，とくに生産性の低下す

る追加投資によって超過利潤の減少をきたす表！3，表

14，表17および表20をとりあげ，つぎのような疑問を

投げかげられた。

　　「第1表〔前掲第！表を指す・…高島〕で明らかで

　　あるように差額地代の第1形態の段階では，小麦！

　　ブッシェルの市場価格は最劣等地Aの個別的生産価

　　格である6志で決定されている。そこに第2次投資

　　として第！次投資よりも生産性の低い追加投資がな

　　される。しかも2表［前掲第2表…・高島］ないし

　　第3表［前掲第3表ではなく，エンゲルスの表14

　　を指す・…高島コでは生産価格は不変であるという

　　条件が与えられているために，A地には追加投資が

　　なされないとともに，市場調節的価格は従来と変ら

　　ないA地の個別的生産価格によって規制される・・

　　一一。このような条件の下にB地に追加投資がなされ

　　る。その追加投資は50志の費用価格・と10志の平

　　均利潤をもって8ブッシェルの生産を行なっている

　　（［第2測…・高島）。　この表に示されているよ

　　うに：B地全体としてみれば120志の生産価格によっ

　　て20ブッシェルの生産を挙げたのであるから，そ

　　の平均生産価格は1ブッシェル当り6志となる。し

　　かし追加投資として投下された資本のみを取出して

　　見れば，50志の前貸資本とio志の平均利潤，合

　　計60志の生産価格をもって8ブッシェルの小麦を

　　生産したのであるから，その個別的生産価格は1ブ

　　ッシェル当り7志2分の1となる。それが1ブッシ

　　ェル6志で販売されなければならない。1ブッシェ

　　ル当り1志2分の1の損失である。全体として12

　　の損失となる。このような馬鹿げた追加投資が資本

　　制生産を行なう借地農業者の手によってなされるで

　　あろうか。1）」

　この疑問は，その後，差額地代Hをもたらす市場調整

的価格の規定について，田代氏と結果的には見解の一致

をみた常盤政治氏によって，「田代氏が正しく指摘され

た如く，このような馬鹿げた追加投資が資本制生産を行

なう借地農業者の手によってなされる筈がない2）」とし

て，全面的に受け容れられたばかりでなく，また，闘代

氏とは，市場調整的価格の決定の問題について，かならず

しも見解を同じくしないEII高卓3）・大内力の両氏におい

ても，すくなくとも，この疑問にかんする限りは，田代

氏の提起そのままのかたちで，その疑問がひきつがれて

いるのである。

　あとの批判の便宜のために，大内氏が，　この疑問の

「要点4）」としてしるされている文章を引用すれば，つ

ぎのようであって，これは，みられるように，IM代氏提

起の疑問とまったく同一内容のものである。

　　「かりに土地所有がなく，したがって一超過利潤が資

　　本家のポケットにはいるとすれば，［前掲第2表・・

　　・・高島コのばあいB地の資本家は第2次投資をする

　　ことによって［　12シリング…・高峯の超過利潤

　　を失なうことになろう。それよりかれは，この第2

　　次投資の50シリング（平均利潤20％をふくめて

　　60シリング）を他の投資にふりむけ，そこからは

　　平均利潤をえ，B地には60シリングだけの生産費

　　をかけて12シリングの超過利潤をえたほうが有利

　　である。それゆえB地の資本家が第2次投資までを
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するということは，一種の錯誤投資というほかはな

い◎5）」

　ところで，以上のような，野幌・常盤・日高・大内4

氏の，マイナス利潤を生ずるような馬鹿げた追加投資は

行なわれるはずがないという見解については，これま

で，これに反対の批判的意見がなくはなかった。井上周

八および白川清の両氏の所説がすなわちこれである。

　このうち，まず，井上氏の所説をみれば，以下のよう

である。

　　「追加投資が単独で平均利潤を入手するか否かにつ

　　いては，資本の本性上平均利潤を入手できることが

　　原則であり，マルクスの諸表においてはこれが守ら

　　れ，エンゲルスの場合もほとんど守られているが，

　　10，10a，13，！4，20の諸表の如くこれが守られて

　　いない場合もある。これは個別資本家の立場として

　　はおかしい投資であろう。しかし個別資本家の期待

　　に反し結果的にそのような不利な投資一とはいえ

　　単に追加投資が単独で平均利潤を入手出来ないとい

　　うことであって投下資本が全体として平均利潤を入

　　手出来ないということではない一が現実に起こり

　　うる場合を考えることは何ら誤謬であるとすべき性

　　質のものではないであろう。6）」

　みられるように，井上氏の反対意見は，マイナス利潤

を生ずるような，おかしい追加投資は行なわれないのを

原則とするが，しかし，この原則は現実にはかならずし

も守られない場合もあるという，すこぶる消極的な批判

にとどまり，しかも，その原則が現実に守られない場合

の理論的根拠については，氏は，なんの異体的な提示も

されなかったのである。

　したがって，この井k氏の批判的所説について，日高

氏が，「原則には反するが実際に起りうるのだからいい

だろうといったたぐいのことであって，別に批判するね

うちのあるものとも思われ7）1ないという反批判をださ

れたのはむしろ当然ともいいえる。

　つぎに，白川清氏の所説をみれば，これは，井上氏の

消極的な反対意晃とは異なり，理由を挙示しての積極的

な反対意晃ということができる。すなわち，氏はつぎの

ようをこ1㌔、う。

　　「この批判的見解［問題にかんする大内氏の見解を

　　指す…・高島］は合理性をもっているが，…・私は

　　これに賛成しえない。すなわち，第一に，資本はそ

　　の本性上『蓄積せよ，蓄積せよsという戒律はもつ

　　ているが，それを投下したのち平均利潤をうるよう

　　にしたり，それを保証する組織者をもっていない。

　　彼らにとって明らかなことは，現在平均利潤以上の

　　超過利潤があるならば，彼が蓄積した資本を平均利

　　潤しかえられない他の産業に投ぜずに，自己の土地

　　に投下するであろう。そうしてかかる資本の醤目的

　　運動・競争が，恐慌の一因をなしかつ利潤率の傾向

　　的低落をもたらすのである。第二に，［前掲第2表

　　について・…高島コB地では追加投資をしたのちに

　　うる趨過利潤は，［12シリング…・高島］からこゼ

　　ロ…・高島］に低下してしまう。そうすると大内教

　　授のいうように，B地の費本家はこれを錯誤投資と

　　して引上げるともいえよう。けれども…・，追加資

　　本は一般に第！次の本源的資本と一体となって機能

　　するわけでありこれだけを区別して機能させたり引

　　上げたりすることは困難であると思われる。かく一

　　体化された資本としてみれば，B地の資本は平均利

　　潤…・をえているわけであり，投下資本を引上げる

　　ことになるとはいえないであろう。8）」

　しかし，この白川氏の批判的所説は，これだけで，批

判の相手である大内氏その他を説得するに十分であろう

か。

　白川氏の指摘する第1の批判点は，平均利潤以上にで

る超過利潤があるところ，資本はかならずや続投される

ということである。だが，氏もいうように，資本が本性

上，「蓄積せよ，蓄積せよ」という「戒律」をもってい

る隈り，B地における資本投下は，超過利潤を生ずる第

1次投資だけにとどめ，マイナス利潤をもたらす第2次

投資は，これを他にふりむけて，平均利潤を獲得するこ

とこそ，むしろ，その「戒律」にふさわしい投資のしか

たではあるまいか。だからこそ，氏自身も，こうした投

資のしかたには「合理性」があるといっているのではな

いか。しかし，「舎理性」をもっかたちで投資が行なわ

れず，氏の主張するように，既存の超過利潤がゼロにな

るまで，マイナス利潤を生ずるような投資が続けられる

というのならば，氏は，いま一歩ふみこんで，このあい

だの事情を異体的に説明する必要があろう。だが，氏に

おいては，「資本の盲目的運動・競争」というような抽象

的な文句の使用はあっても，具体的な説明には欠けてい

る。したがって，これをみたさない限り，大内氏はかん

たんに白川氏の批判に納得されないであろう。

　白川氏のあげる第2の批判点は，追加資本と本源的資

本との一体不可分性である。つまり，追加資本は第1次

の本源的資本と一体となって機能するがゆえに，たとえ

遡加資本がそれ自身単独に平均利潤を獲得できなくて

も，これを資本全体のなかから切り離して引きあげるこ

とは困難であるということである。たしかに，氏のいわ
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れるように，本源的資本と追加資本とは一体になって機

能し，その生産成果を相互に区別することは不可能であ

り，また，いったん投下された追加資本を本源的資本か

ら明確に分離して引き上げるというがごときは現実的に

も困難といわねばならない。しかし，諸投資相互のあい

だの区別・分離が現実的に困難であるとしても，それが

抽象的理論の場でも不可能であるということにはならな

いであろう。この点にかんする私見は，既発表の拙論9）

において詳細に述べているので，ここに再度くりかえす

ことはやめるが，ただ誤解をさけるために一一一言しておけ

ば，白川氏の批判される大内氏の見解においては，「収穫

逓減」的投資の場合だけに諸投資相互のあいだの区別・

分離が可能であるのに「収穫不変J的投資や「収穫逓増」

的投資の場合にはこれが不可能であるとされているのに

たいし，わたくしは，「収穫逓減」・「収穫不変」・「収穫

逓増」のいずれの場合の投資についても，これが可能で

あると解するものである。だが，この相違の問題はとも

かくとして，白川氏においては，現実と理論の区別な

く，ただ，投下諸資本の一・一A体不可分性を指摘することだ

けで，大内氏にたいする批判の一論拠とされているが，

しかし，白川氏と異なって，諸投資相互のあいだの現実

上の区別・分離の困難性は別として，抽象的理論上の区

別・分離の可能性を主張するものにとっては，やはり，

白川氏のこの指摘だけでは十分に納得のいく論拠とはい

いがたいのである。

　さて，以上のように，井上e白川両氏の批判的見解は，

問題にたいする解明を成功的に果たしているとは考えら

れない。では，田代氏の提起にはじまり，常盤・日高・

大内の諸氏によって支持されている，マイナス利潤を生

ずる追加資本は投下されるはずがないという主張はほん

らい正しいであろうか。もし，この主張が正しいとすれ

ば，すくなくとも，生産性の低下する追加資本が投下さ

れる限り，差額地代Hをもたらす市場調整的価格はつね

に「限界原理」によって決定されるということになる。

だが，私見は，これに賛成しえないということはすでに

説示したとおりである。

　わたくしは，生産性の増大する追加資本が投下される

場合はもちろん，生産陸の低下する追加資本が投下され

る場合においても，市場調整的価格は，一般的には，「平

均原理」によって決定され，したがって，追加投資はそ

れ自身単独に平均利潤がえられなくても，投下諸資本全

体としてそれが確保されるならば，たとえマイナス利潤

を生ずるような追加資本であっても，それは原則的に投

下されると解するものである。

　では，この私見の正しさを，大内氏の所説にたいする

批判をつうじて論証しよう。

　問題について，まえに引用した大内氏の文章をみれば

明らかなように，氏は，「かりに土地所有がなく，した

がって超過利潤が資本家のポケットにはいる」として

も，マイナス利潤を生ずる追加投資は行なわれるはずが

ないと主張されている。そこで，われわれも，氏の見解

にしたがって，以下，土地所有はないという仮定のもと

に問題の考察をすすめよう。この仮定は，当面のわれわ

れの考察にとって重大な前提であるので，とくに銘記し

ておく必要がある。

　さて，土地所有はないと仮定して，前掲第2表をふた

たび取りあげてみれば，B地の資本家は，　A地の投資よ

りもさらに生産性の低い第2次投資を行なうことによっ

て，第1次投資によってえていた12シリングの超過利

潤をすべて失なうことになっている。これは，資本制生

産を行なう資本家としては，・一一一puU，たしかに「馬鹿げた」

投資であろう。こうした「馬鹿げた」投資をするより

は，彼は，この第2次投資の資本分を他の投資にふりむ

けて，そこからは平均利潤を獲得し，B地の投資は12

シリングの超過利潤をあげる第1次投資だけにとどめた

ほうがはるかに有利であることは議論の余地なく明白の

ようにも考えられる。同一資本量100シリングを使用し

て，一方はわずか20シリングの利潤をあげるのに，他

方はこれより！2シリングも多い32シリングの利潤が

入手できそうであるからである。

　しかし，B地の資本家が，第1次投資によってえてい

る12シリングの超過利潤をすべて失うことになりそう

な第2次投資をひきつづき行なうことは，果たして，い

われるように「馬鹿げた」投資であろうか。

　まず，第1に，大内氏のいわれるように，B地の資本

家がこの土地にたいする投資は第！次投資にとどめ，第

2次投資の資本分はこれを他の部門にふりむげるとして

も，この他部門への投資は，かならずしも，氏の考える・

ように，つねに平均利潤をあげるとは限らないであろ

う。いうまでもなく，ある部門で一定の投下資本にたい

して平均利潤がえられるということは，一方では平均利

潤以上の超過利潤をあげる資本があると同時に，他方で

は平均利潤以下の不足利潤しかあげられない資本がある

ことをあわせて前提し，この超過利潤と不足利潤とが全

体的に相殺されて，はじめて平均利潤が実現するという

ことにほかならない。したがって，個別資本家が一定の

資本をある部門に投下するとしても，これがつねに平均

利潤を獲得できるとは限らず，超過利潤をうることもあ

れば，不足利潤しかえられないこともあるわけである。

　第2に，大内氏のいうように，仮りに，B地の資本家
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が資本の一部を平：均利潤の入手のために他の部門にふり

むけるにしても，そのことは，彼が，B地において第1

次投資にひきつづき第2次投資を行なうか，行なわない

かという問題となんの関係もないであろう。というのは，

氏のいわれるように，もし，他の部門で確実に平均利潤

が獲得できるものならば，B地の資本家は，彼が資本家

である限り，かならず，その機会をのがさずにこれに資本

投下を行なうであろうし，しかも，発達した資本主義の

もとでは，彼の手にも，これを可能にする豊富な資本，

というよりはむしろ過剰に蓄積された資本が所有されて

いると考えられるからである10）。したがって，B地の資

本家が，この土地において，第！次投資にひきつづいて

第2次投資を行なうかどうかという問題は，他の部門に

おいて平均利潤を獲得できる投資の機会はすでにあまさ

ず試みられているという前提のうえで，とりあげらるべ

き性質：の問題である。なお，問題にかんし，リカードも，

われわれとこの同じ前提に立っていることは，あとでみ

るとおりである。

　第3に，資本家の活動はすべて最大限の利潤獲得にあ

る。したがって，B地の資本家が第1次投資によって平

均利潤を上回る12シリングの超過利潤を入手したとす

れば，彼はさらに利潤の増大をねがって第2次投資を企

図するであろう・いうまでもなく，資本は，ほんらい・利

潤＝剰余緬値を創出するという属性をもつ限りで資本で

あるということができる。利潤＝剰余価値を生まない資

：本は，もともと資本たる名に値しないのである。そこで，

資本家は，できるだけ手許資本の遊休化をさげ，利潤の

期待されるところには，どこへでもこれを出動させる。

この点で，B地の資本家が第1次投資にひきつづき第2

次投資を試みる動機は十分に存在するといわなければな

らない。しかも，この第2次投資が行なわれる結果，こ

れと第1次投資とをあわせた資本全体が平均利潤さえも

確保できないというなら，第2次投資は，大内氏のいう

いわゆる「錯誤投資」として，ふたたび引き上げられる

ことになろう。しかし，事実はそうでなくて，第2次投

資はマイナス利潤しか生じえない投資であっても，これ

と第1次投資とをあわせた資本は全体として明らかに平

均利潤を獲得しているのである。そして，資本が全体と

して平均利潤を確保できるならば，資本家としては，

他の資本家にくらべていささかも不満はないはずであ

る。

　第4に，たしかに，大内町のいわれるように，B地の

資本家は，彼個人の立場からすれば，この土地にたいす

る投資は第！次投資だけにとどめて，第2次投資を行な

わないほうが有利であるかも知れない。だが，もし，そ

のように，B地の資本家が第2次投資をやらないとすれ

ばどうなるか。とすれば，彼は50シリングの第1次投

資だけを行なうことによって，10シリングの平均利潤

のほか，12シリングの超過利潤を収めることになろう。

すなわち，彼の利潤率は，20％の平均利潤率よりはるか

に高い44％である。しかし，リカードの提言によれば，そ

もそも利潤率が2つあることはありえないはずである。

　では，リカードは，この点をどのように説明している

であろうか。

　　「もし，ある小作人が，！，0GOポンドの資本をもつ

　　て，その土地から！00クオーターの小麦を収穫し，

　　さらに第2の資本1，000ポンドをもって，さらに

　　85クオーターの収穫を増加しうるものとすば，地

　　主は小作期限の満了にさいし，小作人をして！5ク

　　オーター，もしくはそれに等しい価値を，追加地代

　　として納付する義務を負わしめる力をもつであろ

　　う。けだし，利潤率が2つあるということは，あり

　　えないからであろ。　もし，小作人が，その第2の

　　！，000ポンドにたいする収穫における15クオータ

　　一の減少に満足するとすれば，それは，この資本の

　　ために，これ以上に有利な用途がみいだされないか

　　らである。一・般利潤率はこの関係によるものであろ

　　う。そして，もし，はじめの小作人が拒絶するなら

　　ば，他の何びとかで，よろこんでこの利潤率を超過

　　するものを，ことごとく，それを生じた土地の所有

　　者に提供することを辞さないものがみいだされるで

　　あろう。21）」

　すなわち，リカードは，平均利潤を上回わる超過利潤

は，結局，地代として借地資本家から土地所：有者の手に

引き渡されるために，2つの利潤率は併存しえないと

し，しかも，これを可能とする根拠として，1つは，資

本が平均利潤を獲得するほか，それ以上に有利な使途は

みいだされないこと，もう1つは，借地資本家が仮りに

地代の支払を拒んでも，これにかわる競争考があること

を指摘しているのである。

　ところで，このリカードの見解は，いうまでもなく，

土地所有の存在を前提とするものである。土地所有の存

在が前．提され，これによって超過利潤が地代に転化する

がゆえに，2つの利潤率は1つの利潤率，平均利潤率に

帰一一一・するとされているのである。そして，土地所有の存

在を前提とする限り，2つの利潤率はありえないという

このリカードの主張とその論拠とはまったく正しいとい

わねばならない。

　だが，われわれの，いま当面している問題は，リカー

ドのように，土地所有の存在を前提するものではない。
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すなわち，土地所有が存在しないと仮定して，その仮定

のもとで，2つの利潤率は併存しうるかどうかを明らか

にすることが，われわれの当面の問題なのである。結論

的にいえば，わたくしは，土地所有がないと仮定しても，

2つの利潤率は同時に存在しえないというリカードの立

言はそのまま妥当すると考える。そして，このリカード

の立言がそのまま妥当するがゆえに，大内氏の主張とは

異なり，たとえ，マイナス利潤しか生じない追加資本で

あっても，なお十分に投下されうることになると解する

ものである。以下，この点を詳述しよう。

　まず，問題の第2表は，さきに述べたように，第1表

を繊発点とし，その後の需要の増大に応じ，最劣等地Aを

除く優等各地に生産性の低下する追加資本が投下される

ことによって穀物生産が増加するにもかかわらず，それ

だけでは需要の増大をみたすにたりず，いぜんとしてA

地における第！次投資による穀物生産を不可欠としてい

る場合である。したがって，この場合，市場調整的価格

は，やはり，もとどおり，A地の第！次投資の個別的生産

価格に一致して1ブッシェル6シリングに決定されてい

る。そして，市場調整的価格がこのように1ブッシェル

6シリングに決定されているということは，この価格を

基準とし，これに対応して現われる需要の増大と供給の

増大とが正しく均衡していることを意味するものであ

る。

　ところで，いま，問題は，この第2表において，B地

の資本家が第2次投資をやめて第1次投資だけにとどめ

るかどうかであるが，たしかに，彼の，資本家としての

個人の立場からは，第2次投資はやめて第1次投資だけ

にとどめたほうが有利である。第1次投資だけにとどめ

れば彼の利潤率は44％であるのに，第2次投資までや

ればそれは20％という普通の利潤率まで低下するから

である。しかし，資本家個人がいかに有利な投資のしか

たとして，これを願望するとしても，その願望がそのと

おりに実現するとは限らない。いや，むしろ，そのとう

り実現しないのがふつうである。けだし，ある生産部門

において，資本を投下して利潤の追求にあたるものは，

一資本家だけではなくて多数の資本家がおり，しかも彼

らは，たがいに白由な競争関係，つまり，それぞれの生

産物をもって市場を独占しようとする競争関係に立って

いるからである。

　B地においても資本家はただ1人ないしごく少数とは

いえない。自詣競争を前提とする隈り，そこには相当多

数の資本家がおると考えるべきである。大内氏も，第2

表についてではないが，これと対応するマルクスの前掲

第6表にかんして，「この表でこそA，B，　C，　Dとい

った各地は，それぞれ1エーーカーとしてしめされている

が，じつはB地といっても，ただ1箇所にかぎられるもの

ではなく，むろん有限ではあるが，多数のB地があると

しなければならない12）」といわれているが，この指摘に

かんする限り，氏は正しいといわねばならない。

　そこで，B地にも多数の資本家があるものとしよう。

ところで，そのなかのあるものが，有利な投資のしかたと

して，第1次投資だけをやり，第2次投資はやらないと

すればどうなるか。とすれば，まず供給は，この第2次

投資が行なわれない部分だけ不足して，このため市場価

格は1ブッシェル6シリング以上に騰貴するであろう。

そして，価格がこのように騰貴すれば，たとえ，一方に，

第！次投資だけにとどまる資本家があるとしても，他方

にはかならずや価格騰貴による超過利潤の増大を狙って

第2次投資を敢行する別の資本家が現われるであろう。

そして，第2次投資を行ない，これによって超過利潤の

増大をはかる資本家が増加すればするほど，しだいに，

第1次投資だけにとどまる資本家は減少する。だが，第

2次投資がB地の資本家のあいだに普及され，これによ

って供給が増加するにともない，1ブッシェル6シリン

グ以上に騰貴していた市場価格は，こんどは，低落にむ

かい，これとともに，これまで資本家の手にはいってい

た超過利潤はぜんじ減額してゆくであろう。こうして，

この過程は，第2次投資がB地のすべての資本家のあい

だに行き渡り，これによって計8ブッシェルの穀物（B

地の第2次投資による）が追加生産され，市場価格が1

ブッシェル当り6シリングの水準にまで低落することに

よって終結される。このとき，B地の資本家は，いずれ

も，第1次投資と第2次投資とをあわせた100シリング

の資本にたいして，20シリングの平均利潤がえられる

がゆえに，他の部門，ないし，B地以外のA，　C，　D，　E

各地の資本家にくらべても不満はないはずである。たと

え，資本家個人としては不満があるとしても，多数の資

本家相互のあいだに自由な競争関係が存在する限り，お

のずから，こうした結果にならざるをえないのである。

　以上のように，第2表のB地について，マイナス利潤

を生ずる追加投資が行なわれても，これは，けっして，

大内氏やそのほかの諸氏が考えるような「馬鹿げた」投

資ではなく，また，けっして行なわれえない投資ではない

のである。資本家個人としては，たしかに，最大限の利

潤獲得のために，最劣等の投資がそれ自身単独に平均利

潤をあげるように，投資をとどめておきたいであろう。

しかし，さきに述べたように，個人の願望はその願望ど

おりにはかなえられない。多数の競争者がおるからであ
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る。したがって，同一の土地にたいする追加投資の限界

は，多数の資本家が存在し，しかも彼らがたがいに自由

な競争関係におかれている状態では，個人の意志とは離

れた社会全体の個人にたいするいわば無言の強制とし

て，拡大されてくる。そして，この強制が，一見，「馬鹿

げた」としか思われない追加投資を現出させてくるので

ある。したがって，マイナス利潤を生ずる追加投資は，

たしかに，資本家個人としては「馬鹿げた」投資ではあ

るが，しかし，資本家全体としては，やはり合理的な投

資にほかならない。それは，最大限の利潤獲得という資

本家個人の活動を基礎として現われる資本家全体の1つ

の調和のすがたといってもよかろう。いずれにしても，

マイナス利潤を生ずる追加投資を「馬鹿げた」投資とみ

る論者の最大の誤りは，資本家個人の立場を脱し切れな

いその俗流的理解にあるといわねばならない。

　なお，大内氏は，第2表のB地について，第1次投資

だけの場合には12シリングにたっしていた地代は，第

2次投資もあわせ行なわれる場合にはゼロになっている

が，このように，積極的に地代をなくするような投資が，

「土地所有の法則」一借地資本家とは別に土地所有者

があって，これが地代を徴収している場合の法則一一の

もとで，どうして可能であるか，いいかえれば，第1次

投資によってすでに12シリングの地代をえている土地

所窟者が，なぜ，この既得の地代を喪失するような借地

資本家の第2次投資に同意するのかという疑問をあわせ

て提起されている13）。この疑問も，一見もっともでは

あるが，これについては，あとで検討することにして，

ここではふれないことにする。というのは，この疑問は，

みられるように，土地所有の存在を前提とするものであ

る。しかし，まえに断ったように，大内氏は，マイナス

利潤を生ずる追加資本の投下は，「かりに土地所有がな

く」ても行なわれえないと主張されているために，本節

におけるわれわれの批判も，大内氏のこの主張を容れ，

土地所有は存在しないという前提のもとで論を進めてき

たからである。

註、1）　田代二二「差額地代第二形態に対する疑問

　　　一その概念と成立の条件一」，「農業経済研

　　　究」第27巻第2号，昭和30年7月刊，所載

　　　p．！9．ただし傍点は高島。

　　2）　常盤政治稿「農業における調整的生産価格の

　　　『限界原理』と『平均原理』一一差額地代第二

　　　形態の一考察一」，「三田学会雑誌」第52巻

　　　第4号，昭和34年1月刊，所載　p．33．　た

　　　だし傍点は高島。
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3）　臼高普著『地代論研究』，昭和37年10fi　）

　時潮社刊，の班．「差額地代の第二形態」。

4）　および5）　大内，前掲書，p，135の註記，

　ただし傍点は高島。なお，数字は第2表に適含

　するように修正したQ

6）　井上周八著町匿代の理論讃，昭和38年2月，

　理論二三，p．230．ただし傍点は一一一・・部を除き高

　島。

7）　　臼τ葛，　前掲書，　p．243．

8）　白」；1清著ge価値法則と地代S，昭和35年2

　月，御茶の水書房刊，p．148～9．ただし傍点

　は高島。なお，数字は第2表に適合するように

　修正した。

g）　前掲拙稿　p．85以下。

10）　マルクスは，　雷剰余価値学説史』において，

つぎのように述べている。

11）

　and　Taxasion，　eclited　by　E．　C．　K．　Gonner，

　p．47～9．邦訳『経済学及び課税の原理譲，岩波

　文庫版（改訂版）上巻，p．61．ただし傍点は高島。

12）　大内，前掲書，p．91．傍点は高島。

13）　大内，前掲書，p．95。

「ひとつの生産部門から他への不断の資本の

流動という前提，このリカーF’における基本

的前提は，発展した資本主義的生産方法の支

配の前提を意味するものにほかならない。こ

の支配がいまだ打ちたてられておらないと

ころでは，この前提は存在しない。たとえ

ば，ボムメルンの地主は，　リカードその他

のイギリスのどの著述者も，農業に資本が不

足しうるという可能性を予想しておらないこ

とを，奇妙に感じるであろう。が，イギリス

人は，資本にくらべて土地の不足なことは嘆

いても，土地にくらべて資本の不足を嘆くよ

うなことはけっしてない。■■■一イギリス人が

欠乏を感じるのは，『活動舞台』であり，現存

の資本の貯えにたいする投資の場所である。

だが，『投下議せんがための9「資本diにたい

する欲求なるものは，イギリスにおいては，

資本を投下すべき唯一の階級一一資本家階級

一にとっては存在しない。」　（K．Marx，

Tlzeorien　iibe7s　den　2Yfehrzve7’t，　Teil　2，　Dietz

Verlag，　S．232～3，邦訳『剰余価値学説史』，

『マルクス・エンゲルス全集』，改造訟訴，第10

巻，P．17。）

D．　Rlcardo，　P痂zψZ65げ20臨磁♂Econo1フzy
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互V・声価の「限界原理」による決

　定は「土地所有の法則」によら

　ずに「資本の法則」によるのか

　われわれは，さらに，大内氏の主張の第3の「論拠」，

市場調整的価格が「限界原理」によって決定されるのは，

「土地所膚の法刷」によるのではなく，「資本の法則」

によるという論点を検討しよう。

　すでにみたように，大内氏は，差額地代Hの場合，マ

イナス利潤を生ずる追加投資は行なわれるはずがなく，

追加投資は，つねに，すくなくとも，それ自体として単

独に平均利潤を要求するものであり，しかも，この要求

は，資本それ嵐身の本性にもとつく必然的・合理的な産

物であるとして，これを「資本の法則」によると規定さ

れている。したがって，大内氏の主張においては，差額

地代ffをもたらす市場調整的価格が「限界原理」によっ

て決定されるのは，ほんらい，「資本の法則」にもとつ

くというわけである。

　こうして，「資本の法則」による市場調整的価格の「隈

界原理」的決定を主張する大内氏は，マルクスが，氏の

ように，この「限界原論的決定を「資本の法則」によ

るとはせず，むしろ，これは「土地所有の法則」にもと

つくという見解をとっていることにたいして反対されて

いる。そして，大内氏の反対されているマルクスの叙述

は，配資本諭』第3巻第43章における差額地代ffにか

んする一一般的結論の部分にある。

　ここで，マルクスは，まず，最劣等地Aの個別的生産

価格クオーターあたり3ポンドで市場調整的価格が決定

されていることを前提としたうえで，この市場調整的価

格が不変のまま，A地以外のB，　C，　Dの各地に，第！

次投資につづき，生産性の低下する第2次投資がそれぞ

れ投下されていると考えている。ところで，彼は，この

うちのB地について，生産性がさらに漸減する第3次以

下の追加資本をかさねて投下する場合には，これによっ

てマイナスの超過利潤を生じ，これは，はじめ，既投資

本による超過利潤を減少させてゆくが，ついには，総投

資による平均生産価格を市場調整的価格に一致させ，地

代に転化すべき超過利潤をゼロにしてしまうと述べ，こ

れを表式化したものとして，第8表を掲げている。

　しかし，一一一一・方，マルクスは，第8表のごとき事態は，

土地所有がない場合には生じえても，土地所有がある場

合には起こりえないとして，後者の場合を次のように説

明している。
　　　　　　　　コ　　サ　　ア　　の　　リ　　サ　　　
　　「とはいえ，土地所有の法則のもとでは，鍛後の2

　　渥クオーターは，それが土地種類Aの新たな2渥

　　エーカーで生産されうる場合を除けば，このように

　　クオーターあたり3ポンドでは生産されえないであ

　　ろう。追加資本がもはや一般的生産価格でのみ生産

　　する場合が限界をなすであろう。この限界を越えれ

　　ば，同じ土地での追加投資は中止されねばならない

　　であろう。

　　　すなわち借地農業者は，最初の2度の投資のため

　　に！度4i／2ポンドの地代を支払わなければならない

　　とすれば，それをひきつづき支払わなければならな

　　いのであって，1クオーターを3ポンド以上E以下

　　とあるのを訂正…・高島］で生産するいずれの投資

　　も，彼にとっては，彼の利潤を控除する原因となる

　　であろう。個別的平均緬格の均等化は，不足生産性

　　の場合には，このようにして妨げられている。1）」

　そして，マルクスは，「土地所有の法則」のもとにあ

る，この場合を，第9表のように表示している。

　さて，第8表と第9表を比較してみれば，第8表の場

合は，前掲第2表のB地の過慮と同じように，明らかに，

マイナス利潤を生ずるような追加投資が行なわれる場合

資　　　本

（ポンド）

）
）
）
）

ー
ワ
μ
3
4

2％

2S
5

5

　第8表：

　　　　　ド

利　潤i収　益　（㌔ン
（ポンド） 堰iクオーター臨調

　　　　　　　　　　　　　　　　　　］　　彦…．一一1”　’…2”’”　’”’1…還…一

渥　1・％　　2
　　1　1　1；；x［S　1　4
　　，1　i’L’　1，

『資本論di第43章の「結論」におけるマルクスのはじめの表

　　　　　　ド三三噛．路　L一一．「旧
　　　　　　　　　　　　　　ド）

合

51卜蕃ロ合 3 6

　　　　　　　　　　　　’鞘…コ…　一．…

3　　　3　｛　6　　i　3

3　3｝4％i・％
　　　　　　3　　｝　　4％　　i　－1％6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　3　　　1　　3　　　1　－36
　　　　　　　　　．！　　　　　　　L　　　　　．tt

18
1

I　ls o

表註．1）K．Marx，　A．　a．0．，　S．780，邦訳前掲，青木文庫（12），　p．1032，岩波文庫版（11），　p．2！0．

　　　2）原表にある穀物地代となる超過分の欄ははぶいた。
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第9表　　欝資本論』第43章の「結論」におけるマルクスのあとの表

　　　　1

資　本i利　潤
びンド）1（ボンリ

　　　　1　　　　　　　　　　販売葡格
　　　　　　　　　　益　生産費　　（ポンド）生産費取
（ポ・・）｝（・オー・一）（ク 鞫嘯閨j∬蕉乖二二｝（ポ・・）

21L・5

2Jfs

s

5

％
1
1

（
δ
凸
δ
ρ
0
6

2

1％
1．｝xlS

1

％
2

4

6

凸
δ
0
◎
Q
σ
0
0

　ST

6

4i’lx52

粥
3

「㎝一丁

畔菅利潤陶画
　　　　　　（ボンの
　　　　　1

　　3　1　一
　　班　　1

IS
3

15 3 18 18
　　　ド　　

鰯　1　4％

旧註．：K．Marx，　A．　a．0．，　S．邦訳前掲，青木文庫：版（！2），　p．1039，岩波：文庫版（U），　p．210．

であり，これにたいして，第9表の場合は，こうした投

資が申止されている場合である。そして，マルクスは，

この第8表の場合と第9表の場合の差異を「土地所有の

法則Aの有無にかかわらせ，もし，「土地所有の法則」が

なければ，第8表のようになるのだが，これがあるため

に，第9表のようにしかなりえないという見解をとって

いる。

　だが，このマルクスの見解にたいして，大内氏は，「土

地平鮒の法則」がある場合に，第9表のように，マイナ

ス利潤を生ずる追加資本が投下されえないのは当然であ

るとしても，それがない場合でも，こうした追加投資は

なされうるはずがないと批判されている。

　そこで，以下，われわれは，この大内氏の批判的主張

の当否を検討しょう。

　まず，われわれは，上記の大内氏の批判的主張のうち，

はじめのほうの主張，すなわち，「土地所有の法則」があ

る場合には，マイナス利潤を生ずるような追加投資は行

なわれないのが当然だという氏の主張の当否を検討する

ことにし，その主張の根拠をもっと詳しくきいてみよう。

　氏は，この根拠を次のように述べられている。

　　「マルクスが『土地所有の法則£というばあいに

　　は，…・かれは，農業資本家とはべつに土地所有者

　　がおり，それが地代を徴収していることをとうぜん

　　のこととして前提している。そして，さきの［第9

　　表・…高島］のばあいについていえば，はじめの2

　　つの資本が投下されて，合計4ヲ2ポンドの地代が

　　実現されていれば，3番目の資本はとうぜん41／2

　　ポンドの地代を払うことを前提として投下されざる

　　をえない。ところがそのばあいには，借地農業者に

　　とっては1V2ポンドのマイナスが生ずることにな

　　るから，かれにとってはこのような投資は不可能だ

　　ということになると考えるのである。このばあい，

　　事態をもうすこし具体的にして，契約期間を考慮に

　　いれても同じことであろう。すなわち，はじめ借地

　　農業者は2∀2ポンドだけを投下し，3ポンドの地

　　代を支払っていた，つぎの21／2ポンドを投下する

　　ことによって，かれはi1／2ポンドの超過利潤をえ

　　たが，なお契約が更新されなかったので，それはか

　　れ自身のふところにはいっていた，そういうばあい

　　には3番目の5ポンドを投下して，11／2ポンドのマ

　　イナスが生じても，かれはいぜん平均利潤をえられ

　　るのだから，一見したところそういう投資も可能の

　　ように思われる。だが・…，『土地所有の法則』の

　　もとでは，たとえ契約期問が右のようであってもや

　　はり第3次投資はおこなわれないであろう。なぜな

　　ら，・…こういうばあいわれわれは，この種の土地

　　がただ1箇所しかないと考える必然性はどこにもな

　　い。そして同種の土地がいくつかあって，そのある

　　ものは第2次投資までがおこなわれ，あるものは第

　　3次投資までがおこなわれているとすれば，土地所

　　有者は契約の更新にあたって，とうぜんこの種の土

　　地の地代を41／2ポンドに引上げるであろう。した

　　がって，第1次投資だけしかしていない資本家が追

　　加投資をそれによって強制されるのとまったく同様

　　に，第3次投資をしている資本家は，さいこの5ポ

　　ンドの引上げを強制されざるをえないからである。

　　考えるただ2つの例外は，同種の土地がただ1箇所

　　しか存在しないか，同種の土地のすべてに，いっせ

　　いに第3次投資がおこなわれるか，といったばあい

　　であるが，いずれにしても無理な仮定であることに

　　は変りはない。2）」

　こうして，大内氏は「土地所有の法則」のもとでは，

それ自体としてマイナス利潤を生ずるような追加投資は

不可能であると結論されている。

　この氏の結論は，結論そのものとしては誤りでなく，

むしろ正しい論定であって，マルクスも明らかにそうい
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う見解をとっていることは，まえに掲げた引用文にみる

とうりであり，また，リカードも，われわれが前節でみ

た，利潤率は2つとはありえないという彼の立言の論旨

からいって，とうぜん，そういう見解をとっていると考

えてよいのである。

　しかし，大内氏の結論が正しいとしても，その結論に

いたる氏の論証のしかたについては疑義がないわけでは

ない。氏は，上記引用文のなかで，「同種の土地がいく

つかあって，そのあるものは第2次投資までがおこなわ

れ，あるものには第3次投資までがおこなわれていると

すれば，土地所有者は契約の更新にあたって，とうぜん

この種の土地の地代を4▽2ポンドに引上げるであろう。

…・ ｵたがって，第3次投資をしている資本家は，さい

この5ポンドの引上げを強制されざるをえない…・」と

いっておられる。だが，第1次投資につづき第2次投資

を行なう資本家をみて，土地所有が，契約の更新にあた

り，この種の土地の地代を4▽2ポンドに引き上げようと

するのは当然だとしても，この41んポンドへの地代の引

き上げが，土地所有者たちの意図するままに，第2次投

資まで行なう資本家にたいしてばかりでなく，さらに，第

！次投資だけしかやっていない資本家や第3次投資まで

行なう資本家にたいしても，そのまま実現していくのは

どうしてであろうか。たとえば，第3次投資まで行なっ

ている資本家については，この第3次投資によって，1

1／2ポンドの超過利潤の減少を生ずるがゆえに，彼は，

もはや全体的に41／2ポンドの地代を支払うことが不可

能であることはとうぜんだとしても，なお，3ポンドの

地代であるならば，これは十分に支払うことが可能であ

るはずである。たしかに，土地所有者としては，同種の

土地について，3ポンドの地代よりはヨリ高い41／2ポ

ンドの地代を入手することをのぞむであろう。だが，土

地所有者ののぞみがそのままかなえられるというもので

はない。とすれば，この場合，B地の地代が，一一般に，3

ポンドではなくて，41／2ポンドになるというからには，

たんに，土地所麿者の願望だけではない，何かがその根

拠になっているとみるべきである。しかし，大内氏は，

この根拠が何であるかについては，なにも説明されない

し，また，こうした点が間題になることに，まるで気づ

いておられないのである。

　そして，この疑点が十分納得的に解明されない写り，

　「同種の土地がただ1箇所しか存在しない」場合や「同

種の土地のすべてに，いっせいに第3次投資がおこなわ

れる」場合には，「土地所有の法則」のもとでも，第3次

投資は「例外」的に行なわれるといってみたところで，

わたくしには，なぜそうなのか理解できないのである。

わたくしは，むしろ，氏とは反対に，そのいずれの場合

についても，「土地所有の法則」のもとでは，「一一一・般」的

に，第3次投資は行なわれえないと解するものである。

けだし，「同種の土地がただ1箇所しか存在しない」と

しても，あるいは，「同種の土地のすべてに，いっせい

に第3次投資がおこなわれる」としても，マルクスの考

える第9表の条件のもとでは，第1次および第2次投資

によって生ずる超過利潤は，　「士地所有の法則」を前提

として，すべて地代化し，しかも，これが地代化すると

すれば，第3次以下の投資はけっして行なわれえず，仮

りに行なわれたとしても，これは，一・種の「錯誤投資」

としてすぐに引き上げられることになるからである。

　つぎに，われわれは，大内氏の批判的主張のあとのほ

うの主張，「土地所有の法則」がない場合でも，マイナ

ス利潤を生ずる追加投資は行なわれるはずがないという

氏の主張の当否を検討することにし，まずその主張の論

拠を詳しくうかがってみよう。

　ところで，この氏の論拠は，じつは，われわれが前節で

みた氏の所説とまったく同じものである。すなわち，そ

れ自体としてマイナス利潤を生ずるよう追加投資を行な

うよりは，これを他にふりむけて平均利潤を獲得するほ

うが，はるかに資本の本性にかなうものであって，あえて

損失を招くような「馬鹿げた」追加投資は行なわれるは

ずがないということである。そして，氏は，この見解を，

第9表について，つぎのようにくりかえされている。

　　「資本家としては，このおのおの5ポンドの2つの

　　資本［第3次および第4次投資を指す・…高島］を，

　　それ自体としては平均利潤を確保しえない形で，い

　　いかえれば，かれの第1次ないし第2次投資の生産

　　した超過利潤を蚕食する形で，この土地に投下する

　　よりは，この土地にたいする投資は第2次投資まで

　　にとどめ，それによって4i／2ポンドの超過利潤を確

　　保したうえで，第3次以下の投資はこれを他にふり

　　むけて平均利潤を実現したほうがはるかに有利なわ

　　けである。それゆえ合理的な資本投下を考えるかぎ

　　り，たとえ『土地所有の法則』がなくとも，第3次

　　以下の投資はおこなわれようがないのである。3）」

　ζうして，大内氏は，マイナス利潤を生ずる追加投資

が行なわれえないのは，ほんらい，資本はそれ自体とし

て有利性を追求するという資本の本性，換言すれば，氏

のいう「資本の法則」にもとつくものであって，それは，

けっしてマルクスの考えるように「土地所有の法鮒」に

よるものではないと主張されている。

　しかし，この主張が正しくないことは，われわれが前

節において明らかにしたとうりであるから，ふたたびく
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りかえす必要はないであろう。

　　「土地所有の法則」が存在しないと仮定する限り，土

地にたいする継起下調投資が全体的に平均利潤を確保す

るならば，大内氏の理解とは異なり，たとえ，それ自体

としてマイナス利潤を生ずる邊加投資であっても，これ

は十分に行なわれうる。行なわれうるというよりは，そ

のマイナス利潤によって，はじめの投資による超過利潤

が相殺されてゼロになるまで，積極的にそうした追加投

資が続行されるのが，むしろ，一般的である。そして，

この過程の進行を，マルクスはさきの第8表において説

明しているのである。

　しかし，土地にたいする継起的諸投資において，一般

に，超過利潤がマイナス利潤によって蚕食されてゼロに

近づくまで投資が続行されるにしても，それは，あくま

でも，土地所有が存在しない場合の傾向的法則にすぎな

い。これと反対に，土地所有が存在する場合には，この

法則はおのずから制限をうける。けだし，最大限の利潤

獲得が資本の本性であるとしても，資本相互の競争の結

果は，利潤率の均等化をもたらし，資本の最大限の欲求

を平均利潤の獲得におしとどめざるをえないがゆえに，

たとえ超過利潤を生じている資本であっても，この超過

利潤が資本の外部，つまり，借地資本家から土地所有者

の手にもちだされるならば，マイナス利潤しか生じない

ような資本の追加投入によって，平均利潤を削減するこ

とは，1もはや許されえなくなるからである。したがって，

「土地所有の法則」のもとでは，仮りに，マイナス利潤

を生ずるような追加投資が続行されるとしても，その続

行は，「土地所有の法則」がない場合にくらべて，はる

か手前で停止されることになろう。あるいは，既得の超

過利潤がすべて地代化されているという条件のもとで

は，その条件が変らない限り，それ自体としてマイナス

利潤を生ずるような追加投資は，けっして行なわれえな

いのである。そして，マルクスは，このことを，さきの

第9表において説明しているのである。

　くりかえしていえば，「土地所有の法則」がない場合

には，超過利潤を相殺し，これをゼロにするまで，マイ

ナス利潤を生ずる追加投資が続投されるのにたいして，

「土地所有の法則」がある場合には，その続投が制約さ

れるということである。それゆえ，マイナス利潤を生ず

る追加投資が行なわれえないということは，もっぱら，

「土地所有の法則」にその根拠があるといわなければな

らない。しかるに，大内氏は，われわれやマルクスの理

解に反して，こうした追加投資が行なわれない根本の原

因を，「資本の法則」に求めて，「土地所有の法則」には

求められていない。すなわち，まえにみたように，氏は

「土地所有の法則」のもとでも，マイナス利潤を生ずる

追加投資は行なわれないが，それは，げっして「土地所

：有の法則」のせいではないといっておられる。したがっ

て，この立言によれば，氏にとっては，「資本の法則」

が前提される諮り，マイナス利潤を生ずる追加投資の不

可能性は「土地所有の法則」の有無とは無関係であると

いうことであろう。だが，これまで述べてきたように，

マイナス利潤を生ずる追加投資は，「土地所有の法則」

がない場合には，その続行が可能であり，反対に，これ

がある場合には，これによってその続行が制限ないし停

止されるのであってみれば，それは，けっして，氏のい

うように，「土地所有の法則」の有無いかんと無縁であ

るということはできないのである。

　かくて，われわれの理解によれば，マイナス利潤を生

ずる追加資本が投下されるか，されないかは，もっぱら，

　「土地所有の法則」の有無にかかるのであって，このこ

とを，さらに，前掲第2表のB地の投資の場合を例にと

って補足してみよう。

　われわれが，前節において，第2表のB地の投資を問

題にしたとき，われわれは，はじめに断っておいたよう

に，大内氏の仮定を容れ，土地所有はなく，したがって，

超過利潤はすべて資本家のポケットにはいるものと考え

て論を進めたのであるが，そこでえたわれわれの結論

は，大内氏の見解とは反対に，同一の土地に対する継起

面訴投資が全体として平均利潤を確保する限り，たとえ

マイナス利潤を生ずる追加投資であっても，それは，な

お十分に行なわれうるということであった。

　では，この同じB地の同じ投資のしかたについて，こ

んどは，「土地所有の法則」があるとすれば，マイナス

利潤を生ずる追加投資はどういうことになるのであろう

か。

　この場合，まず，問題になることは，すでに前節で指

摘しておいたように，「土地所有の法則」のもとでは，

第1次投資による12シリングの超過利潤はすべて地代

化していると考えられるがゆえに，この地代を積極的に

失なうことになる第2次投資が，その同じ「法則」のも

とで，どうして可能となるのかという疑問である。そし

て，この疑問にたいして，大内氏は，まさにそのとおり，

「土地所有の法則」のもとでは既得の地代をゼロにする

ような第2次投資は行なわれるはずがない，したがっ

て，第2表の作成者であるエンゲルスの考えはまちがっ

ていると批判されている。

　この大内氏のエンゲルス批判の当否はいずれ次節で解

明することにして，ともかく，いま，上記の氏の批判的

見解によるならば，B地の第2次投資を不可能とする理
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由は，氏にとって，明らかに，「土地所有の法則」にあ

るということである。しかるに，われわれがまえにみた

ように，氏は，また別に，マイナス利潤を生ずる追加投

資が行なわれないのは，もともと「資本の法則」のため

であって，これは「土地所有の法則」の有無と関係がな

いといわれている。とすれば，この2つの見解はたがい

に矛盾する。一方は問題を「土地所有の法則」そのもの

にかかわらせ，他方は，これを無視するものだからであ

る。したがって，われわれは，この矛盾する2つの見解

のうち，どちらを氏の真意として受け取ったらよいのか

と迷うのであるが，しかし，氏が「資本の法則」を強調

する議論の展開からいって，後者の晃解が問題にかんす

る氏の基本的主張であると解される。すなわち，氏の基

本的主張は，マイナス利潤を生ずる追加投資は，「土地

所有の法則」の有無にかかわらず，「資本の法則」にも

とづいて不可能であるというにあるといってよい。

　しかし，問題のB地の第2次投資の不可能性は，果た

して，氏の主張されるように，「土地所有の法則」の有

無いかんと関係なしに立証できるものであろうか。

　くりかえしていえば，「資本の法則」が前提される以

上，それ自体として平均利潤さえ確保できない追加投資

は行なわれるはずがないというのが，大内氏のB地の第

2次投資を不可能とする根本の理由なのである。だが，

いま，この理由によって，B地に，第1次投資につづく

第2次投資が行なわれないとすればどうなるか。

　とすれば，第1次投資による12シリングの超過利潤

は，「土地所有の法則」がないとすれば，これはすべて

借地資本家のポケットに収まり，一方，　「土地所有の法

則」があるとすれば，これはすべて借地資本家の手を離

れて土地所有者のふところに移されるはずである。とこ

ろで，いま，大内氏のいうように，「土地所有の法則」

の有無はどうでもよいというならば，この第1次投資に

よる！2シリングの超過利潤はすべてB地の借地資本家

のポケットにはいるものと考えてもふつごうではないだ

ろう。だが，B地の借地資本家にとって，こうした超過

利潤の入手はいつまで継続的に許されるであろうか。な

るほど，B地の借地資本家にとっては，投資は第1次の

ものだけにとどめて，第2次投資は行なわないことが最

大限の利潤を獲得する途であろう。したがって，借地資

本家個人としては，そうした投資のしかたをのぞむかも

知れないが，しかし，そののぞみがそのままかなえられ

るものではない。不幸にして，B地の借地資本家として

の耕作逆ないし耕作希望者は1人だけに隈られるのでは

なく，多人数あると考えられるべきである。のみならず，

借地資本家とは別に土地所有者が存在する限り，土地所

有者は借地資本家の入手する超過利潤を地代として支払

うことを要求する。もし，これが借地契約の期夢中であ

るならば，その期限満了にあたって，かならず，これを

要求するにちがいない。このとき，遡りに，借地資本家

がこれに応じなければ，土地所有者はその借地契約を解

約して，要求する地代の支払に応ずる別の借地資本家に

新しく土地を貸しつけるであろう。一方，これに応ずる

借地資本家にしてみれば，土地所有者の要求するとおり

の地代を支払っても，その借地にたいする資本投下によ

って，なお平均利潤が入手できるのであるから，他の資

本家にくらべても，あえて不満はないはずである。

　こうして，B地の借地資本家は，たとえその投資を第

1次投資だけにとどめて，超過利潤を確保しようとして

も，これは，けっして，ながく許されるものではなく，

いずれ，その超過利潤は地代として土地所有者に引き渡

さざるをえなくなるのである。そして，このことについ

ては，マルクス以前，すでにリカードが，2つの利潤率

は同時に存在しえないというかたちで明確にしているこ

と，われわれがまえに述べたところである。

　さて，B地の借地資本家が第1次投資だけでやめてそ

の超過利潤を保持しようとしてもできないということ

は，いうまでもなく，「土地所有の法則」が存在するから

である。そして，これが存在し，第！次投資による超過

利潤がすべて地代化されるのであってみれば，もはや，

そこで，マイナス利潤を生ずるような第2次投資を行な

うことは不可能であるといわねばならない。なぜなら，

この第2次投資によって，諸投資全体はもはや平均利潤

さえ確保できないからである。一方，「土地所有の法則」

が存在しないとすれば，われわれがすでに前節において

論証したように，たとえ，マイナス利潤を生ずる第2次

投資であっても，これは可能である。すくなくとも，こ

の第2次投資が第1次投資とあわせた資本全体として平

均利潤を確保する経り，これは可能なのである。したが

って，閥題のB地の第2次投資が可能であるか，不可能

であるかは，もっぱら，「土地所有の法則」の有無いか

んに依存するといわねばならない。

　そして，B地の第2次投資の不可能性が，なにはおい

ても，「土地所有の法則」の存在によるとするならば，

それは，けっして「資本の法則」のせいではないのであ

る。大内氏のいわれる「資本の法則」とは，われわれの

理解による隈り，最大限の利潤を獲得しようとする資本

の個別的当為を意味するだけであって，それは，もとも

と，そうした資本の個別的当為を基礎としながらも，資

本相互の競争によって，この当為を離れ，また，この当

為を無意識的に規制する社会の内的・強制的法則とはけ
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っしていいえないものである。

　かくて，われわれの正しい理解にしたがえば，大内氏

のマルクス枇判の主張，すなわち，それ自体としてマイ

ナス利潤を生ずる追加資本は「資本の法則」にもとつく

ことによって，つねに投資されえず，しかも，その不可

能性は「土地所有の法則」の有無と無縁であるという氏

の主張が，いかに誤謬であるかは，もはや論議の余地な

く明白であろう。

　もっとも，こういつても，なお，疑問は残るであろう。

すなわち，第2表のB地について，「土地所有の法則」

があるならば，第1次投資による超過利潤はすべて地代

化されるわけだから，そうなると，もはや，マイナス利

潤しか生じえない第2次投資は行なわれえないはずであ

る。にもかかわらず，第2表において，この不可能なは

ずの第2次投資が現におこなわれるようになっているの

はどうしてかという疑問である。この疑問は，いちおう

もっともな疑問であるが，その解明は次節にゆずること

にする。

　なお，われわれは，この機会に，第2表のB地を除く

C，D，E各優等地における追加投資の問題についても，

かんたんに，ふれておこう。

　前節での仮定のように，「土地所有の法則」がないも

のと前提すればC，DおよびEの各優等地において，第

1次および第2次の両投資にひきつづき，さらに生産性

の低下する第3次以下の諸資本がなおも投下されうるは

ずである。なぜなら，「土地所有の法則」が前提されな

い以上，前述したように，超過利潤を削減し，ついには

これをゼロにするまで，マイナス利潤を生ずる追加投資

の続行は十分，可能であるといってよいからである。だ

が，げんに，第2表において，これらの優等地における

追加投資が第2次投資までにとどまっているのは，いう

までもなく，　「土地所有の法則」が前提されて，第1次

および第2次の両投資によって生じている超過利潤はあ

げて地代化され，借地資本家の手には，もはや，平均利

潤しか残されていないからである。

　註．！）K．Marx，　A．　a．0．，　S．784～5，邦訳前掲，膏

　　　　木文庫版（12），p，！038，岩波文庫版（！1），

　　　　p．209～210．ただし傍点は高島。

　　　2）　大内，前掲書，p．107～9。

　　　3）　大内，前掲書，p．1！0．

Ve二二の「平均原理jによる決

　定では「最劣等地にも生ずる差

　額地代」は理解できなくなるか

　われわれは，さいごに，大内氏の主張の第4の　「論

拠」，市場調整的価格が，もし，「限界原理」によらず，

「平均原理」によって決定されるとすれば，「最劣等地

にも生ずる差額地代」は理解できなくなるという論点を

杉奮寸しよう。

　さきにみたように，大内氏は，差額地代Hにかんする

表のシステムとして，「限界原理」によるものを「マル

クスの方式」，「平均原理」によるものを「エンゲルスの

方式」とよんで野竹を門別し，このうち正しいのは前者

であって後者ではないと主張されている。そして，氏は，

この主張にもとづき，差額地代9をもたらす市場調整的

価格の決定が，もし，肥りに，誤った「エンゲルスの方

式」によるものであるならば，『資本論第3巻第44章

のマルクスによって述べられている「最劣等地にも生ず

る差額地代」は理解できなくなり，また，これが，正し

い「マルクスの方式」によるものである限り，第43章

のエンゲルスによって補足されている「差額地代H一

第3例，生産価格が上騰する場合」は理解できなくなる

として，このことを，両手をつうずるマルクスとエンゲ

ルスとのあいだに考えかたの相違があることの証拠とさ

れている。

　そこで，いま，氏によって提起されているこの問題を

詳しくうかがえば，以下のようである。

　まず，第43章のエンゲルスによって補足されている

「差額地代H　　第3例，生産価格が上騰する場合」に

かんする問題をみれば，これは，大内氏によって，この

「場合」の代表的事例と考えられているエンゲルス作成

の前掲第3表の例について，つぎのように述べられてい

る。

　　「ここでは，ge生産価格が高騰するばあいsが問題

　　であるから，限界地Aにも第2次投資がおこなわ

　　れ，市場価格が3ボンドから4ポンドに高騰したも

　　のと考えられている。だが問題はこの1クオーター

　　4ポンドという販売価格にある。それは明らかに限

　　界地Aの2つの投資合計5ポンドの平均生産価格と

　　して与えられている。もし，このばあいA地の第2

　　次投資が単独で平均利潤を要求するとすれば，市場

　　価格は6ポンドでなければならないであろう。そう

　　なればA地には3ポンドの地代が生ずることにな

　　り，この例はむしろ『最劣等地にも生ずる差額地

　　代＝1］の例になってしまうのである。そうならないで，
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　　ともかくこの形式が成立つ秘密は，こういうわけで

　　A地の総資本の平均が販売価格を決定するとされて

　　いる点にあるわけである。！）」

そして，氏は，この叙述について，さらに，以下にみ

る註記をほどこされている。

　　「この『差額地代R一一第3例，生産価格が高騰す

　　るばあい誘は，マノレクスによって表題が与えられて

　　いただけで，もっぱらエンゲルスが書いたものであ

　　る・…。このばあいマルクスがどうして表題だけを

　　与えて内容を書かなかったのかはわからない。ある

　　いはたんに時間がなかっただけのことかもしれな

　　い。しかしマルクスの原稿の順序からいっても第

　　37，45－47，38－pa．章という順に並んでいた

　　というのだから…・，第44章がいちおうできあが

　　っているのにそのまえの第43章ができていないと

　　いうのは，奇妙である。そのせんさくはともかくと

　　して，かりに生産性のもっとも低い投資が単独で市

　　場価格を規定するというマルクスの方式を貫けば，

　　この章は第44章曝劣等地にも生ずる差額地代s

　　と一・一一A致してしまうのであって，独立の章とはなりえ

　　ない。ただエンゲルスの方式のもとでのみ独立の章

　　となりうるのである。そう考えると，マルクスがこ

　　の章を書かなかったことにいみがありそうであ
　　る。2）」

　つぎに，第44章のマルクスによって書かれている「最

劣等地にも生ずる差額地代」にかんする闘題をみれば，

これは，大内氏によって，その1例としてあげられてい

るマルクス作成の前掲第5表の例について，つぎのよう

に述べられている。

　　「しかし，エンゲルスの方式にしたがえば，B地は

　　91／2ポンドの生産費［平均利潤を含む・…高島コ

　　で41／2クオーターを生産したのであるからB地の

　　生産物の生産価格は1クオータ・・一あたり21／gポン

　　ドでなければならないであろう。それは明らかにA

　　地の個別的生産価格1クオーター3ポンドより低

　　い。したがってこのばあいには調整的市場価格はA

　　地の生産価格3ポンドによって与えられ，A地は地

　　代を生じえないことにならざるるをえない。すなわ

　　ち［第5表…・高島］をエンゲルスの方式によって

　　書きなおせば，第10表のごとくになるであろう。

　　こうしてここでは『最劣等地にも生ずる差額地代』

　　は完全に抹殺されてしまうことになる。3）」

　そして，氏は，この叙述につづき，さらに行をあらた

めて，以下のようにいわれている。

　　「ところでこのばあい，A地に差額地代が生じなく

　　なるのは，B地の第2次投資まであわせた平均生産

　　価格が，A地の生産価格より低いからであった。で

　　は，もしB地の平均生産価格がA地の生産価格より

　　高かったらどうなるであろうか。すなわち，たとえ

　　ばB地の第2次投資の生産費が31／2ポンドではな

　　く6ポンドであり，しかもその生産物は1クオータ

　　一ではなく1／4クオーターであったとしたらどうな

　　るであろうか。そのばあいにはB地の平均では33／4

　　クオーターが！2ポンドで生産されたことになるか

　　ら，1クオーターの生産価格は3エんポンドになる。

　　そこで第！0表は第1！表のごとくに変るであろう。

　　このばあいには一晃最劣等地に差額地代が生じたよ

　　うにみえる。しかしそのかわり，B地は無地代にな

　　ってしまわざるをえないのである。このばあい，・・

　　・・B地が新たに最劣等地になり，A地は優等地にな

　　つたと考えるべきではないであろうか。そして最劣

　　等地にも生ずる差額地代は，このばあいにもやはり

　　解明できないというべきではないであろうか。いず

　　れにしても，耕作されているすべての土地に地代を

　　生ずるということは，エンゲルスの方式では，絶対

　　地代を導入しないかぎり絶対に説明できないのであ

　　り，差額地代の範囲ではどこかに無地代地を想定せ

　　ざるをえないことになるのである。4）」

第10表： 『資本論』第44章のマルクスのあとの表にかんする
大内氏の訂正表（「平均原理の
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第11表：『資本論』第44章のマルクスのあとの表にかんする大内氏の変例
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大内，前掲書，p．101．

　さて，大内氏によって提起されている以上2つの問題

のうち，はじめのもの，すなわち，差額地代丑を生ずる

市場調整的価格が「限界原理」によって決定されるとす

れば，第43章のエンゲルスによって書きたされている

「差額地代H：一一一第3例，生産価格が上騰する場合」は

結局，「最劣等地にも生ずる差額地代」と同じ場合にな

るという大内氏の批判については，これは，かならずし

も，第43章のこの暢合」についてだけ起こるという

ものではないであろう。需要をみたすに必要な最劣等の

追加投資の個別的生産価格によって市場調整的価格が決

定されるとするならば，たとえ「生産価格が上騰する場

合」であろうと，なかろうと，必然的に最劣等地にも差

額地代を生ずることになるからである。たとえば，A地

が追放されてB地が新しく最劣等地になっている前掲第

6表の場合について，もし，その市場調整的価格が，この

表のようではなく，最劣等の投資であるB地の第2次投

資の個別的生産価格によって決定されるとするならば，

市場調整的価格は明らかにまえより低下しながらも，な

お，最劣等地Bにも差額地代を生ずることになる。

　そこで，こうした理解のもとに，前掲第2表について，

もし，その市場調整的価格が「平均原理」ではなくて，

r限界原理」によって決定されるものと仮定するなら

ば，これは，第12表のように書きあらためられるであ

ろう。

　この第12表は，第2表と同様に，第1表を前提とす

る変化表と考えてよいが，これにおいては，みられるよ

うに，最劣等地Aにも差額地代を生じている。これは，

いうまでもなく，市場調整的価格が最劣等の投資である

B地の第2次投資の個別的生産価格によって決定される

と仮定されるからである。

　ところで，第12表と第2表とを比較して，その差異

をみれば，これは，もっぱら，市場調整的価格がどのよ

うに決まるかにあるのであって，第12表においては，

その市場調整的価格が「限界原理」によって決定される

がゆえに，A地にも差額地代を発生し，これに対して，

第2表においては，その市場調整的価格が「限界原馳

によって決定されず，むしろ「平均原理」によって決定

されるがゆえに，A地には差額地代を生じていないので

ある。とすれば，この第12表と第2表の差異の問題は

大内氏によって提起されている2つの問題のうちのあと

のもの，すなわち，差額地代Hを生ずる市場調整的価格

が「限界原理」によらず，　「平均原理」によって決定さ

れるとすれば，第44章のマルクスによって書かれてい

る「最劣等地にも生ずる差額地代」は理解できなくなる

という問題とまったくその本質を岡じくするといってよ

い◎

　したがって，われわれは，大内氏の提起されている閥・

題を，以下，第2表と第12表の差異の究明というかた

ちで，検討することにしたい。このかたちで，問題を究

明するのは，われわれが，これまで，第2表を中心とし

第12表：『資本論誰第43章のエンゲルスの表13
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て論議を展開してきたので，これとのつながりのうえで

便宜であると考えるからである。

　さて，第2表と第12表とを対比するとき，そこに提

起されるもっとも重大な問題は，市場調整的価格の決定

をめぐり，なぜ，一方は「平均原唖が支配するとされ

るのに対して，なぜ，他方は，これと異なって「限界原

理」が支配するとされるのかという問題である。

　この問題について，まず，われわれは，差額地代ffを

生ずる市場調整的価格の決定原理としての「平均原理」

と「限界原理」とは，大内氏やそのほかの諸氏の解する

ような，いわば絶対的な二者択一的性質のものではない

と考える。　「平均原理」によるか，「限界原理」による

かは，もっぱら，決定さるべき市場調整的価格にかんす

る所与の条件のいかんによる相対的・可変的なものであ

って，けっして，絶対的・固定的なものではないのであ

る。

　とすれば，「平均原理」と「限界原理」の両原理がそ

れぞれの場含に支配原理となる条件は何か，つまり，第

2表において「平均原理」が支配するのはいかなる条件

によるのか，またこれに反して，第12表において，「限

界原理」が支配するのはいかなる条件によるのかという

点を明確にすることこそ，われわれの解明しなければな

らない根本問題である。

　そこで，われわれは，この根本間題を究明するために，

まず，われわれがまえに解決を保留していた疑問を検討

することからはじめよう。

　まえに解決を保留していた疑問というのは，第2表に

ついて，第1次投資だけの場合には！2シリングにたっ

していたB地の地代は，さらに第2次投資が行なわれる

とき，ゼロになってしまうのであるが，このように積極

的に地代を喪失せしめるような投資が，土地所有のもと

で，どうして可能であるのかという疑問である。そし

て，この疑問は，また，つぎの疑問一すなわち，われ

われは，前節において，マイナス利潤を生ずる追加資本

が投下されるか，されないかは，大内氏の見解とは異な

り，「土地所有の法則」の有無いかんにかかり，「土地所

有の法則」がある場合には，そうした投資は不可能にな

るという見解を示したのであるが，それならば，第2表

において，B地の第2次投資は不可能となるはずなの

に，この表の作成者であるXンゲルスは，どうして，こ

れが可能であると考えているのか一という時間と同じ

内容のものである。

　この疑問は，土地所有者といえども，彼らが資本主義

社会のもとにおける財産利用収益者である以上，できる

だけ多くの収入をのぞむのはとうぜんといえるから，一一

見もっともと思われる疑問である。たしかに，土地所

有者個人としては，だれでも，土地貸付によって，でき

るだけ多くの地代をあげることにつとめるであろう。こ

のため，第2表のB地についていえば，その土地所有者

は，いずれも，第2次投資が行なわれることによって，

地代をすべて失なうよりは，投資は第1次投資だけに隈

られ，これによって12シリングの地代を入手するほう

が：有利であることは闘らかなところであるから，これを

願望するにちがいない。

　しかし，まえに述べたと同じように，この個人の願望

は，それが，けっして，そのまま社会的に実現するもの

ではないのである。なぜなら，土地所存者＝土地貸付者

がただ1人しかいないというなら話しは別であるが，ふ

つうには，そうではなくて，土地貸付二者も土地借受者も

それぞれ大勢おり，しかも，この両者のあいだには相互

の対立的な競争関係があると同時に，また，この両者の

おのおのの側においても内部的な競争関係が存在すると

考えなければならないからである。そして，こうした社

会的諸競争関係がいわば無意識的なかたちで各個人を強

制し，しかも，この強制にしたがって各個人が行動する

限り，問題のB地には，ほんらい，「土地所有の法則」

のもとでは不可能とさえみられるマイナス利潤を生ずる

第2次投資がおのずから遂行されることになり，さら

に，これにともなって，この土地の地代も12シリング

からあえてゼロにまで引き下げられるという事態を生じ

てくるのである。

　そこで，われわれは，この事情を，以下，もっと詳し

く説明しよう。

　まえに述べたように，第2表は，第1表を出発点とす

る変化表であるが，これは，最劣等地Aを除く各優等地

に生産性の低下する第2次投資を行なうことにより，穀

物生産を増加し，これによって増大する需要に応じつつ

も，なお，その全需要をみたすためには，いぜんとして

A地の投資が必要であるのみならず，またB地の第2次

投資をも不可欠とする結果，市場調整的価格は，A地の

投資の個別的生産価格，あるいは，これと同じである，

B地の第1次投資と第2次投資とをあわせた資本全体の

個別的平均生産価格に一一i致して，もとどおり，1ブッシ

ェル6シリングに決定されているという場合である。

　ところで，第1表から第2表へのこの推移において，

需要の増大に応ずる追加資本の投下が・最優等地Eには

じまって，以下，D，　C，　B地の順に行なわれるものと

仮定し，いま，C地にまで行なわれている第2次投資が

まだB地にはおよばないとするならば，このとき，市場
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価格は，供給の不足によって，1ブッシェル6シリング

以上に上騰しているであろう。

　そこで，B地の｛、ゴ地資本家のなかには一一われわれも，

大内氏の主張のように，B埴の1瓜地資本家はただ！人と

限らず多数おり，しかもB地の第2次投資はすべていっ

せいに行なわれずに順次に行なわれるものと考える

この価格三斜の機会を利用して利潤の増大をはからんと

し，これまでの12シリングの地代を負担しながらも，あ

えて第2次投資を進めるものを生じてくる。もちろん，

この地代を良覗する限り，マイナス利潤を生じて第2次

投資を行ないえない借地資本家もあることは否定できな

い。しかし，B地の各借地資本家がすべて，その土地全

部について第2次投資を行なわない以上，供給不足は続

いて，価法はいぜん1ブッシェル6シリング以上の上騰

状態を示すことはたしかである。

　こうして，一方では，！2シリングの地代負担があり

ながら，他方では，価洛の上騰にささえられて第2次投

資が進み，しかも，この第2次投資がB地の大部分にわ

たって拡大されてゆくとすれば，いったん上扁した価格

はこんどは低落に転じて1ブッシェル6シリングの水溝

に近づき，また，これにともなって，地代もはじめの

12シリングから，しだいにゼロにまで低下してゆく。

　ところで，この過程において，第1次投資だけが行な

われていた段階で12シリングの地代を入手していた土

地所有者は，第2次投資が行なわれることになっても，

やはり，もとどうり，借地資本家にたいして，國顧の地

代を支払うことを要求するであろう。おそらく，土地所

有者は，借地契約期聞中には，借地資本家が第2次投資

を行なうかどうかについて，文句をつけないとしても，

契約の更葱にさいしては，第2次投資が行なわれている

かいないかに関係なく，借地資本家にたいして，まえと

同じ12シリングの地代支払を強要するにちがいない。

そして，借地資本家がこれに応じなければ，土地所有者

は再契約を拒否するかもしれないし，また，借地資本家

としても，もとどおり12シリングの地代を支払えば，

第2次投資が不可能となるものがあることはたしかであ

るから，そうした彼らは，もちろん，この条件の再契約

には応じないであろう。

　しかし，そうなれば，必要な供給はますます確保され

ず，このため価格は上翫することになる。そして，価格

が上撫すれば，これにささえられて，たとえ！2シリン

グの地代の重荷を負いながらも，なお第2次投資を進め

てゆく・｛日・地資本家があることは，すでにわれわれの述べ

たところである。

　そこで，ここには，一方では，もとどおりの12シリ

ングの地代を確保しようとする土地所有者があり，また

他方では，この地代負担のもとでも第2次投資を押し進

めようとする借地資本家があるのであって，彼らは，たが

いに相対立しているわけである。だが，問題の第2表が

その表のように作成されているということ，つまり，その

表のB地について，第2次投資が「土地所有の法則」の

もとでも遂行され，しかも，この結果，まえに12シリング

であった地代がゼロにされているという事実に則して考

えれば，この聯合，後者が前者よりも空誉に進行すると

想定されていると解しなければならない。つまり，この

第2表は，次の前駆，すなわち，第1表を出発点として，

その後の需要の僧大に応じ，いったん上かした騰格が，

第2次投資の進行によって，ふたたび！ブッシェル6シ

リングの価柘におちつき，この1ブッシェル6シリング

の緬掻で必要な供給があますところなく・tl保されるまで

に，土地所有者によってえられるであろうところの12

シリングの地代が，すべてのB地にまで強制されるまえ

に，すでに大部分のB地には，信地資本家によって第2

次投資が押し進められているという前提5）のもとに作成

されている。そして，この妥当な前星にもとつく興り，

エンゲルスの作成するこの第2表にはなんの誤りもない

のである。

　くりかえしていえば，第2表において，B地の第2次

投資は，12シリングの地代負担のもとにありながら，

なお，その負担に抗して，B地の大部分に妻及してゆく

と考えられている。そして，ひとたび，B地の大部分に

第2次投資が普及化するにいたるならば，この物含の地

代に転化すべき超過利潤の発生珊珊ま，またおのずから，

第1次投資だけが行なわれている場合にくらべて，変わ

ってくる。すなわち，B地に第！次投資だけが行なわれ

ている段階では，投下資本の標準的規／入、よ単位面積あた

りSOシリングであって，この資本量を弾皐として，10

シリングの平均利潤のほか，12シリングの心過利潤が

創出されていたが，第2次投資がB地の大部分に普及し

ている段階では，投下資本の標準的規模は，まえの2倍

の100シリングに拡大し，さらにこれを聖業としてあげ

られる平均利潤も同じ2倍の20シリングに磐解するに

もかかわらず，もはや，そこには，超過利潤の発生せし

める余地はまったくなくなっている。こうして，沁過利

潤が発生しないところに，地代が生じないのはとうぜん

である。もともと，資本制地代は，イ論地賞本家の収める

利潤のなかから，土地所有考にたいして，取益の源泉と

みなされる土地の使用料として支払われるものであって

も，それは，けっして，利潤から平均利瀬を控除した残

り以上のものでなければ，以下のものでもないからであ
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　かくて，B地の全体に第2次投資が行き渡るとき，そ

こでは，もはや，第1次投資と第2次投資の区別はなく

なり，ただ，資本全体として平均利潤だけが確保されて

いるという状態が現われる。そして，B地全体の第2次

投資が第1次投資とならんで，必要な全供給を確保する

のに不可欠であると前提されているために，この場合の

市場調整的価格は，B地の2つの投資をあわした総資本

の個別的平坊生産価格に一致して決定され，しかも，市

場調整的旧格が，こうした「平均原理」によって決定さ

れるがゆえに，まえに！2シリングにたっしていたB地

の地代はいまやゼWになる。

　さて，このように，第2表のB地の地代がゼロになる

ということは，まえにも述べたように，結局は，土地所

有者および転地資本家をめぐる請競争の結果にほかなら

ない。もっと呉体的にいえば，この諸競争のうち，なか

んずく基本的となる土地所有者と借地資本家との対立，

つまり，　12シリングの地代を確保しようとする土地所

有と，この地代負担にもかかわらず利1ギゆ増大のために

第2次投資を推進しようとする借地資本家との対立にお

いて，後考の力が前者のカにまさっていることが，その

根本要因なのである。

　だが，第2衣，こおいて，借地資本家の力が土地所有の

カより優勢となるのは，それ相当の根拠がある。第2表

と対比される第12表をみれば，この場合は，第2表の

場合とは逆に，むしろ，土地所有の力が借地資本家の力

より優勢であると考えられる。そして，平鍋の土地所有

と借地資本との力関係において，こうした差異がみられ

るということは，それぞれの市場調整的価格がその水準

において決定されんとするときの市場の状態6），いいか

えれば，そのときの需給相互の関係において，また，た

がいに相違があるからであって，しかも，この相違がそ

の差異をもたらす根拠となっているのである。

　第2表と第．！2表においては，各等級地によって生産

される穀物の総計はいずれも等しく110ブッシェルであ

って，しかも，この圖じ穀物総量によって，それぞれの

全需要が過不足なくみたされるものと考えられている。

だが，この両表における穀物の市勧調整的価格は同一一一一sで

はなく，第2表では，これが1ブッシェル6シリングで

あるのにたいして，第12表ではこれが7i／2シリングに

なっている。このように，第12表のほうが高いのは，い

うまでもなく，その市場調整的価格が，第2表とは異な

り，「限界原理」によって決定されているからである。し

かし，いま，問題は，この決定の事実にあるのではなくて，

その決定のされかたにある。すなわち，第2表と第12表

とは，いずれも等量の穀物を対象として需要と供給とが

たがいにあい均衡しているにかかわらず，その市場調整

的価絡はそれぞれ異なって，第2表の場合は第i2表の

場合よりヨリ低くなっているという点が問題である7）。

　ところで，第2表と第！2表とが，このように，市場

調整i的価格において異なっているということは，それぞ

れの市場調整的価格がまさにその水準において決定され

ようとするときの市場の状態において，またそれぞれの

相違があるということを示すものにほかならない。すな

わち，第2表と第12表とでは，そのときの需給相互の

相対的関係にそれぞれの相違があり，第2表の場合は第

12表の場合にくらべて，供給は需要よリョリ強く，あ

るいは岡じことであるが，需要は供給よリョリ弱い状態

にあることを示している。だがゆえに，両表とも，等量

の段物を対象に需給はたがいに均衡していながら，第2

表の場合は第12表の場合にくらべて，市場調整的価格

がヨリ低く決定されるということになっている。

　さて，第2表の僧舎は，第！2表の場合にくらべて，

需要は供給より劣勢であり，また供給は需要より優勢で

あるということは，一方では，第2表の場合の需要は第

12表の場合ほどの強い力をもたないこと，いいかえれ

ば，第12表の場合にみるような高い市場調整的価格を

許すほどの強い需要力をもたないことを意味すると同時

に，また他方では，第2表の場合の供給は，第12表の

場合以上に強い力をもつこと，いいかえれば，第12表

の場合にみるような高い市場調甕的価格を成立させない

ほどに強い供給力をもつことを意味している。したがっ

て，濡要の面についていえば，第2表の場合は第12表

の場合にくらべて，需要の力はヨリ弱いがゆえに，土地

所有者が高い穀物価格をバックとして高い地代を借地資

本家に要求する力はヨリ弱いとみなければならないであ

ろうし，また，供給面についていえば，第2表の場合は，

第！2表の場合にくらべて，供給の力はヨリ強いがゆえ

に，信地資本家たちの生産上の相互競争はヨリ活発に行

なわれ，彼らの利潤増大のための第2次投資もヨリ強

く，かつヨリ短期間に推進されるものとみなければなら

ないであろう。

　こうして，第2表の場合と第12表の場合とでは，需

給相互の相対的関係が逆であり，第2表の場合は，窮12

表の場合にくらべて，需要は供給より劣勢であり，また

供給は需要より優勢であるという市場の状態になってい

ることが，おのずから，前者の場合の市場調整的価格を

後者の場合のそれ以下にしている根拠であり，また，ひ

いては，土地所有の力よりもむしろ借地資本の力をヨリ

強くしている根拠なのである。
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　以上，われわれは，第2表の，市場調整的緬格が「平

均原軸によって決定されている場合のその成立条件を

朋らかにしたので，こんどは，これと異なって，市場調

整的価格が「隈界原理」によって決定されている第12

表の場合の成立条件について検討しよう。

　われわれの作成する第！2表は，この表における諸投

資のうち，最劣等の生産性をもつB地の第2次投資の個

別的生産価格によって市場調整的価格が決定され，この

ため，最劣等地Aにも差額地代が発生すると想定する場

合である8）。そして，大内氏によれば，差額地代Bをも

たらす市場調整的緬格は，つねに，「限界原理」によって

決定さるべき性質のものであるので，ほんらい第2表は

成立ぜず，これと同じ条件のもとで成立するとすれば，

それは，もっぱら，この第！2表のような成立のしかた

であると，氏は主張されるにちがいない。しかし，われ

われがすでに立証したように，差額地代itを生ずる市場

調整的価格の決定は，つねに，「隈界原理」によるとは

いえず，「平均原理」によっても，それは十分に可能なの

である。それゆえ，われわれは，まえに，第2表の成立

することを，その条件の究明によって，いっそう明確に

したのであるが，しかし，だからといって，逆に，　「限

界原理」による第12表の成立を否定しようとするもの

ではない。第12表のように，「限界原理」にもとつく

市場調整的価格の決定であっても，その決定にかんする

条件さえ整えば，これは，おのずから成立してくるので

ある。

　さて，第12表について，まず，われわれは，まえの

第2表の場合と同じような仮定を設けて，問題の考察を

はじめよう。すなわち，第12表においては，第1表を

出発点とし，その後しだいに需要が増大するが，これに

応ずる供給の増加ぽ，E，　D，　C，　Bの各等級地の順に

第2次投資が行なわれることによって果たされるものと

仮定する。この場合，第2次投資がC地まではすでに行

なわれているが，まだB地にはおよんでいないとするな

らば，このB地の第2次投資は全供給を確保するために

不可欠な投資であると前提されているがために，供給は

とうぜん不足して，市場価格はおのずから1ブッシェル

6シリング以上に上騰するであろう。そこで，いま隔り

に，この価格の上騰は1ブッシェル7i／2シリング以上

にたっしていると想定する。

　とすれば，この価格の上騰によって，B地の借地資本

家は，たとえ彼らがまえと同じ12シリングの地代を負

担するとしても，第2次投資を推進することはまちがい

ない。なぜなら，彼らは，この第2次投資を行なうこと

によって，12シリングの地代を土地所有者に支払って

も，なお20シリングの平均利潤のほか，18シリング以

上の超過利潤を入手できるからである。だが，一方，土

地所有者は，この18シリング以上の超過利潤が借地資

本家のポケットにはいることをみのがすはずはなく，こ

れをすべて，地代として引き渡すことを要求するであろ

う。すくなくとも，借地契約期間が満了し，再契約が行

なわれる機会には，土地所有者は，かならずといってよ

いほど，借地資本家にたいしてこれを強要するであろ
う。

　ところで，B地の借地資本家が，価格の上騰にささえ

られ利潤増大のために第2次投資をしだいにB地の大部

分にまで押し進めるとき，これにともなって，いったん

上騰していた価格はこんどはぜんじ低落に転ずることは

たしかである。さて，このさい，：B地の借地資本家によ

る第2次投資がその土地の大部分におよび，これによっ

て上騰した価格が1ブッシェル71／2シリングの線まで

低落し，しかも，この価格で需要がみたされるまでにえ

られるであろうところの，借地資本家の第1次投資と第

2次投資とによるすべての超過利潤を，あげて地代とし

て固定化する時間的余裕を土地所有者がもつならば，こ

のとき，市場調整的価格は1ブッシェル71／2シリング

に決定され，さらに，この決定によって，B地の地代は

30シリングとなり，また，これによって，おのずから，

最劣等地Aにも15シリングの地代が発生することにな

る。

　さて，この第12表の場合のように，市場調整的価格

が，　「限界原理」によって，　「平均原理」による第2表

の場合以上に高い水準に決定されているということは，

第2表の場合にくらべて，市場の状態，すなわち，需給

相互の相対的関係が，需要がヨリ強く，供給はヨリ弱い

という状態になっていることを前提とするであろう。第

12表の場合は，第2表の場合にくらべて，需要がヨリ

強く，供給がヨリ弱いがゆえに，ヨリ高い市場調整的価

格が実現すると考えられるからである。また，第12表

の場合は，第2表の場合にくらべて，需給相互の相対的

関係がそうなっているがゆえに，これを基礎として，土

地所有の力は借地資本のカにまさって高い地代を要求

し，しかも，これが，結局，可能ならしめられているの

である。

　そして，このように，土地所有の力を借地資本の力よ

り優勢ならしめる前提は，第12表の場合，第2表の場

合と対比して，明らかに設けられているとみなければな

らない。すなわち，第12表の場合にも，第2表の場合

と同じように，各等級地からあげられる総計110ブッシ

ェルの穀物によって需要が過不足なくみたされるものと
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想定されているのであるが，しかし，この第12表の場

合の市場調整的価格は，第2表の場合の1ブッシェル6

シリングよりは1　i／2シリングも高い7　i／2シリングに

なっている。つまり，この第12表と第2表の両表にお

いては，いずれも，等量の穀物を対象に，需給たがいに

均衡するとされながら，その市場調整的価格の水準はそ

れぞれに相逢するとされている。ということは，第12

表の場合は，第2表の場合とくらべて，市場の状態，す

なわち，需給相互の相対的関係が，需要は供給よりヨリ

優勢であり，あるいは同じことであるが，供給は需要よ

りヨリ劣勢である状態にあることを示すものにほかなら

ない。そして，この点にこそ，われわれは，第12表を

第2表と異なって成立させるもっとも基本的な条件の相

違があるものと考えるのである。

　これまで，われわれは，差額地代Hをもたらす市場調

整的価格の決定が「平均原理」によって行なわれる場合

の第2表と，これに反して，「限界原理」によって行な

われる場合の第12表とのその成立条件の差異について

検討してきたが，これによってえられた一応の結論のう

ち，もっとも立要なものは，その両者における市場の状

態の上達という基本的条件の相違である。すなわち，こ

の相違を基礎として，一方は，　「平均原理」による特価

の決定が行なわれ，他方は，「限界原理」によるその決定

が行なわれているのである。したがって，われわれは，

この点を，もうすこし論述しておこう。

　市場の状態の相違ということは，まえに述べたように，

需給の正しい均衡のもとに，その決定されんとする市場

調整的価格がいかなる水準のものとして実現されるかの

相違として示される。すなわち，同じ条件のもとで，U

り高い穀減水準が実現すれば，それはヨリ低い水準の実

現の場合にくらべて，需要は供給より相対的にヨリ強

く，あるいは，供給は需要より相対的にヨリ弱い状態に

あるとみなければならない。そして，こうした市場の状

態の相違によって，一方では，土地所有のカの介入を許

して，差額地代ffをもたらす市場調整的価格を「限界原

理」によって決定することを可能ならしめ，他方では，

その力の介入を許さずに，市蛎調整的価格を　「隈界原

理」によって決定することを不可能ならしめ，むしろ，

「平均原理」によって決定されるような事態を生ずるの

である。

　したがって，第12表の場合に，市場調整的価格が土

地所有の力の介入によって「限界原理」的に決定され，

最劣等地Aにも差額地代を生じているとはいえ，それ

は，けっして，独占地代の場合にみるような，土地所有

の独占的支配にもとつく非自由競争下の，価値以上の価

格の吊りあげと岡視すべきではない。差額地代Hにかん

する限り，資本の自由競争，したがって，価格が変動す

れば，これに応じて需給が変化し，またその逆に需給が

変化すればこれに応じて価格も変動するという機構は，

独占餌格，ないし，これにもとつく独占地代の場合と異

なって，十分に確保されており，たとえ，土地所有の力

の介入によって，市場調整的価格が「二巴原理」的に決

定されても，これは，そもそも，その土地所有の力の介

入は許容するような基礎条件がそなわっているからにほ

かならない。すなわち，そこでは，供給にくらべての需

要の相対的優勢という事態があらかじめ前提されている

からである。それゆえこの前提を欠く限り，たとえ土地

所有の力，いいかえれば「土地所有の法則」が作用して

も，差額地代IIIをもたらす市場調整的価格は，けっして

「限界原理」によっては決定されず，むしろ第2表の場

合のように「平均原理」によって決定されるのである。

　第2表において，市場調整的価格は，「平均原塩」に

したがって，！ブヅシェル6シリングに決定されている

が，ここに，土地所有者が地代の増額を要求し，これに

よって，市場価格が，一時的に，回りに第12表の二合

のように，　7　i／2シリングに上鷹したとしよう。このと

き，供給を不変とすれば，この市場価格の上騰によって，

ふつうには需要が縮小するはずである。そこで，需要が

縮小すれば，一時的に7　i／2シリングに上騰していた市

場価格は，こんどは逆に低落する。そして，土場価格が

低落すれば，たとえ，土地所有者が，その土地所有の力

にもとづいて，地代の蟻頷を要求してみたところで，こ

れが借地資本家によって容れられるわけはない。したが

って，この場合，市場価格はふたたびもとの1ブッシェ

ル6シリングの水準にまで低落して，土地所有者の地代

増額の要求は容れられず，彼らの入手する地代は，いぜ

ん，もとどおりということになるであろう。

　ところが，この同じ仮定において，土地所有者の地代

増額の要求により，市場価格が1ブッシェル7　i／2シリ

ングに上騰しながらも，供給は不変とする一方，ふつう

なら縮小するはずの需要が縮小せず，しかも，その需要

が，1ブッシェル71／2シリングというまえよりも高い

価格水準のもとで，じゅうらいと等量の穀物を欲求する

という強い需要に変わったと想定するならば，この忌

門，市場調整的価格決定にかんする基礎条件，すなわち

市場の状態は，もはや，まえの場合とまったく変わった

のであって，こんどは，1ブッシェル71／2シリングと

いう価格が新しい水準の市場調整的価格ということにな

る。したがって，土地所有者のその土地所有のカにもと
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つく地代増額の要求は，この新しい価格水準の許す範囲

ないで実現するわけである。そして，第12表は，この

事態を示すものといえる。

　なお，大内氏は，第12表のように市場調整的価格が

「限界原理」によって決定される場合の，土地所有の力

の介入の問題について，マルクスはF差額地代の名のも

とに絶対地代を密輸入した9）」といって論難されている

が，これは，土地所：有のカの介入といえば，すぐ，これ

を絶対地代あるいは独占地代と岡一・平する氏の誤解であ

る。氏は，わたくしが，すでに溺の機会10）に明らかにし

たように，絶対地代と独占地代との本質的区別をしら

ず，両地代の成立を，もっぱら土地所有の独占的力だけ

にかかわらせておられるが，さらに，氏は，この誤った

見地から，土地所有の力の介入による価格水準の引きあ

げといえば，ただちに，これを絶対地代＝独占地代の場

合だと独断されておられるのである。しかし，氏のこの

独断的主張は，同時に，氏が，差額地代と絶対地代との

区別さえしらないことを表明しているものといわなげれ

ばならない。第12表の場合，たしかに，そこでは，差

額地代嚢を生ずる市場調整的価格の水準は，土地所有の

カの介入によって引きあげられている。しかし，この高

められた価格水準は，あくまでも，生産価格の水準のも

のであって，それ以上のものではけっしてない。すなわ

ち，その価格水準は，明らかに，　「生産価格の法則」に

よって決定されているのである。一方，絶対地代をもた

らす価格水準の決定は，周知のように，「生産価格の法

則」によるものではなくて，「価値法則」による。けだ

し，絶対地代は，土地所有の独占的力と資本の低位構成

という2条件を基礎として成立するものだからである。

したがって，差額地代Hの場合と絶対地代の場合とで

は，この両地代をもたらす価格水準の決定にかんする法

則はそれぞれ異なるのであって，この点にこそ，ほんら

い両地代を区別する基本的差異があるといわなければな

らない。そして，この差異をもたらす根拠をさらに明確

にするならば，それは，結局，それぞれの場合の価格水

準が決定されるさいの市場の状態の相違ということで

ある。つまり，絶対地代を生ずる場合は，差額地代Kを

生ずる場合にくらべて，需給相互の関係が，供給より需

要がヨリ優勢な状態となっているということであろう。

しかし，この間題は，いま，おくとして，ともかく，こ

こで，たしかなことは，絶対地代と差額地代ffの区別に

ついて，大内氏が十分な理解をもたれていないというこ

とである。だがゆえに，氏は，土地所有の力の介入とい

えば，すぐ，これを絶対地代の密輸入だと決めつげて，

不当にもマルクスを非難される。しかし，非難されるの

は，マルクスでぱなくて，むしろ氏のほうであろう。

　われわれは，これまで，差額地代Hが「平均原理」に

よって形成される場合の第2表と，これとは反対に，「隈

界原理」によって形成される場合の第12表について，

それぞれの成立条件の差同を明らかにしてきたが，これ

によってえられた一応の結論は，それぞれの条件さえ与

えられれば，両者いずれも成立するということであっ

た。では，つぎに，この2つの「原理」のうち，どちら

が，f　eq地代買の形成上，一触的といえるかという問題

を；七言寸しよう。

　この問題にたいするわれわれの見解とあらかじめ結論

的に示せば，それは，第2表の場合，すなわち，「限界

原理」であるということである。そこで，以下，この結

論を詳述する。

　差額地代王はもちろん，Hについても，もともと，供

給の増加は需要の増大に，ふだんに，遅れるがゆえに，

これちの地代をもたらす市場調整的価格は，各等級地な

いし，各投資すべての個別的生産価二一の平均として決ま

らずに，限界地ないし限界投資の個別的（平均）生産価

格として決定されるのである！1）。しかし，このように供

給の増加がふだんに＝遅れるといっても，このことは，け

っして，差額地代を生ずる市場調整的価格の決定にあた

って必然的に前提さるべき需給の均衡という条件を否定

するものではない。すなわち，そこでは，供給の増加は，

たえず需要の増大に遅れながらも，結局は，需要の水準

にたどりついて，需給均衡という前提が形成されるので

ある。もし，そうでなければ，独占三代は成立しても，

差額地代夏や亘は成立しないはずである。

　さらに，差額地代iおよびffの場合は，独占＆代の場

合と異なって，需給と価格との相互依存にかんするメカ

ニズムが十分，円滑に保たれている。すなわち，前者の

場合においては，価格が変動すれば，需給もこれに応じ

ておのずから変化し，逆に，需給が変化すれば，価格も

これに応じておのずから変動するという資本主義的自由

競争下の基本原則が明らかに確保されている。そして，

これが明らかに確保されているために，差額地代1およ

びffをもたらす穀物価格の決定は，つまりは，「緬値法

則」，ないし，その必然的発展としての「生産価格の法

則」によるわけである。

　ところで，われわれが，すでに指摘したように，差額

地代ffの形成が第2表のように呼均原理」による場合

と，これとは反対に，第12表のように「限界原理」に

よる場合とでは，価格の変動に応ずる需給の変化のしか

た，ないし，需給の変化に応ずる価格の変動のしかた，

一　110　一



高島：差額地代第二形態論における穀価形成の「平均原理」と「隈界原理」

いいかえれば市場の状態にそれぞれ相違があった。すな

わち，「限界原理」による場合は，「平均原理」による

場合にくらべて，需要は相対的に強く，供給は相対的に

弱かった。だがゆえに，他の条件を同じだとすれば，前

者の場合の市場調整的価格の水準は後者の場合のそれよ

り高く決定されたのである。しかし，まえに述べたよう

に，差額地代の形成にかんして，供給はたえず需要に遅

れbにしても，それは，結局は，需要の線にまでのぼり

うるものであって，差額地代IIの成立上，とくに，その

市場の状態が，需要は相対的に強く，供給は相対的に弱

い状態にあると想定すべき根拠はないのである。また，

同じことであるが，差額地代ffの成立上，とくに，その

決定される市場調整的価格の水準を高いとすべき理由は

ないのである。そして，その根拠その理歯がないばか

りか，資本主義的生産方法の特質が，あえて工業部門の

みならず，炭業部門においても，相対的過剰生産をふだ

んに生ずるという事実にあることをかんがみるとき，供

給が需要にくらべて相対的に弱いという市場の状態は，

むしろ，ふつうの状態ではなく，逆に，供給が需要にく

らべて相対的に強いという市場の状態こそ，かえって，

ふつうの状態であると考えられる。したがって，差額地

代頁が「隈界原理」によって決定される場舎の市場の状

態は，資本主5trffl勺生産の一般的状況からみて，むしろ，

異常な状態，すなわち，市場をつうずる生産上の競争は，

とくに緩慢な特殊的状態にあるものであり，これに対し

て，「平均原理」によって決定される場合の市場の状態

は，まえの場合にくらべて，通常の状態，すなわち，市

場をつうずる生産上の競争は，とくに緩慢でもなけれ

ば，激烈でもない一般的状態にあるものといわなければ

ならない。要するに，われわれは，差額地代ffの形成原

理として，「平均原理」と「限界原理」の両者をあいと

もに認めるものであるが，このうち，「平均原理」は通

常の状態における一般的原理をなすものであり，これに

反して，「限界原理」はむしろ異常な状態における特殊

的原理をなすものであると解する。もちろん，こう解し

ても，われわれは，この両原理を機械的に峻別するもの

ではない。両原理とも，それが市場調整的価格の決定に

かんする原理である以上，それはいずれも「生産価格の

法則」の貫徹にかかる原理にほかならないからである。

　しかるに，大内氏は，差額地代ffをもたらす市場調整

的価格の決定にかんする原理として，「限界原馳だけ

を認めて，「平均原理」は認めようとはされない。そし

て，この理解に立って，「簸劣等地にも生ずる差額地代

は，いうまでもなく差額地代ffの一種であるが，それは

差額地代Hのもっとも発展した，もっとも完成された姿

をしめすもの12）」といわれるが，これは，氏が，差額地

代II1の形成原理として「限界原理」だけを唯一のものと

する当然の論理的帰結といえよう。だが，われわれがこ

れまで明らかにしたように，差額地代Hの形成原理は，

大内氏の主張するように，「隈界原理」だけが唯一の原

理ではなく，むしろ，「限界原理」は「平均原理」の特

殊な場合にほかならない。したがって，われわれは，こ

の特殊な場合の「限界原理」のもとにおける「最劣等地

にも生ずる差額地代」をもって，大内氏のように，「差

額地代llのもっとも発展した，もっとも完成された姿を

しめすものAということはできないのである。

　くりかえしいえば，差額地代嚢をもたらす市場調整的

価格の決定は，ふつう一一・・般の場合は，　「平均原理」によ

るのであって，「限界原理」によるのは，むしろ特殊な

場合である。そして，これが，問題にたいするわれわれ

の，したがって，また，マルクスおよびエンゲルスの基

本的見解であって，しかも，この基本的見解については，

マルクスとエンゲルスのあいだになんの矛盾も存在しな

いのである。しかるに，まえにふれたように，大内氏は

「限界尿理」によるものを「マルクスの方式」，「平均原

理」によるものを「エンゲルスの方式」とよんで両者を

機械的に区別し，マルクスとエンゲルスのあいだには，

根本的に見解の対立があるものとみられている。だが，

われわれがこれまで検討してきたように，問題にかんし

て，マルクスとエンゲルスとのあいだには，いささかも

見解の相違はないのであって，これがあるようにみられ

る大内氏の主張こそ，むしろ誤りであるといわなければ

ならない。

　さて，ここまでくれば，われわれが本節のはじめにと

りあげた大内氏提起の疑問一差額地代Hの形成原理

が，エンゲルスの見解のように，「平均原理」であると

すれば，『資本論』第3巻第44章のマルクスによって

書かれた「最劣等地にも生ずる差額地代」は理解できな

くなり，また，これが，マルクスの見解のように，「限

界原理」であるとすれば，第43章のエンゲルスによっ

て補足された「差額地代ff　一第3例，生産価格が上騰

する場合」は理解できなくなるという疑問が，じつは，

まったく無意味な疑問であることは，もはや，多言を要

せずして明らかであろう。

　くりかえし述べたように，大内氏は，差額地代Hを生

ずる市場調整的価格の決定について，マルクスは「限界

原理」をとり，一方，エンゲルスは「平均原理」をとる

と誤解するだけでなく，さらに，両者を二者択一式に峻

別し，結局，正しいのは「マルクスの方式」で，「エンゲ
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ルスの方式」は誤りであると独断されている。

　そして，氏は，第44章のマルクスによって書かれた

「最劣等地にも生ずる差額地代」については，氏霞身の

排撃する「平均原理」を前提し，その前提のもとで，こ

れが理解できなくなることを主張されている。この主張

において，氏がみずから排否する「平均原理」を前提と

することの矛盾は，いま，問わないとして，　「最劣等地

にも生ずる差額地代」を「平均原理」をもって理解しよ

うとすれば，それは，たしかに，氏の主張するように，

理解できないことだといわなければならない。しかし，

この「最劣等地にも生ずる差額地代」は，ほんらい，「平

均原理」ではなく，r隈界原理」によって理解すべき性

質のものである。これを「限界原珊によって理解すれ

ば，これは，けっして不合理なものでもなければ，不可

思議なものでもないのである。

　また，氏は，第43章のエンゲルスによって補足され

た「差額地代豆一一第3例，生産価格が上騰する場合」

について，これを「限界原理」のもとで理解すること

は困難であると主張されるが，しかし，この「第3例」

は，ほんらい，氏のようにF限界原理」によって理解す

べきものではなく，むしろ，　「平均原軸によって理解

すべき性質のものである。われわれがすでに明らかにし

たように，差額地代Hの形成は，一般に，　「平均原理」

によるべきであるからである。そして，この「第3例」

を正しく，「平均原理」によって理解するならば，これ

また，けっして，不合理なものでなければ，不可思議な

ものでもないのである。この「第3例」がマルクス自身

によって書かれなかったのは，けっして，大内氏のいう

ような特別な「いみ」があるわけではなくて，むしろ，

ここに，とくにとりあげるべき問題がなく，また，書く

べき時間的余裕がなかったからであろう。

　要するに，第43章および第44章にかんして大内氏

の提起される疑問は，まったく無意味なものである。そ

して，氏が，かかる無意味な疑問を提起されるのは，差

額地代豆をもたらす市場調整的価格の決定は・いかなる

場合にも「限界原理」によるべきだという誤った独断的

偏見から，これに適合しない『資本論sにおけるマルク

スおよびエンゲルスのあらゆる叙述を誤謬として排否せ

んとされるからである。しかし，正しいのは，むしろ，

氏の批判されるマルクスおよびエンゲルスの半解であっ

て，氏の主張でないことは，もはや十分に明白であろ

う。

　註，1）　大内，前掲書，P．96～7．

　　　2）　大内，前掲書，p．97’》8．

　　　3）　大内，前掲書，p．101，
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4）　大内，前掲書，p．102．

5）　われわれは，ここに，マルクスが「最劣等地

　にも生ずる差額地代」を論じた第44章の最劣

　等地Aの　「追加諸資本の生産力が減少する場

　合」にかんして，つぎのように述べていること

　を想起しなければならない◎

　　「生産価絡が平均価絡に均等化されるか，第

　　2次投資の佃別的生産価格一一一一が調整的とな

　　るかは，ふたたび，現存する土地Aでの第2

　　次投資の一般化の大小にかかるであろう。後

　　の場合は，［この調整的価格…・高島］で需

　　要がみたされるまでにえられる超過利潤を土

　　地所有者が地代として固定化される時問をえ

　　るときにのみ，みられる。」　一K．Marx，

　　A．a．○．，　S．793，邦訳前掲，　青木文庫版

　　（12），p．1051，岩波文庫版（11），　p．225．

　　ただし傍点は高島。一

6）　マルクスは，絶対地代の場合について，これ

　をもたらす市場価格が生産価格をこえて，どの

　程度まで価値に近づくかは，「需要に対する供

　給の状態，および新たに耕作される領域の範囲

　に依存する」一K：，iMarx，　A．　a．0．，　S．812，

　邦訳前掲，青木文庫版（13），p、1075，岩波文

　嘩版（1！），p．253．一といい，また，これは，

　「土地所有に依存するものではなくて，一般的．

　な市場状態に依存する」一一一K．Ma撒，　A．　a．

　0．，S．813，邦訳前掲，青木文庫版（13），　p．

　1077，岩波文庫版（12），p．256一といって

　いる。このマルクスの立書は，絶対地代の場合

　だけでなく7差額地代嚢が「土地所有の法則」

　との蘭連で閥題になる場合にも，そのままあて

　はまる。なお，絶対地代の場合のこのマルクス

　の立書については，拙稿「絶対地代と独占地代

　の差異について一価値法則を中心として一」，

　「茨城大学農学部学術報告」第1G号，昭和37’

　年！0月刊，所載　p．117以下をみよ。

7）わたくしは，購稿において，需給稲互の均

　衡・不均衡の問題についてつぎのように述べた

　ことがある。

　　「需給の均衡とは，一高：に俗学的二三のよう

　　に，生産され市場へ供給される商品量が，そ

　　の価格のいかんを問わず，すべて売りつくさ

　　れるということではない。すなわち，商晶の

　　売れ残りがなければ需給は均衡しているとい

　　う性質のものではない。需給の相互関係の変
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　化は価格の変動をもたらすが，同時にまた，

　価格の変動は需要および供給そのものに変化

　を与える。したがって，ある価格のもとに供

　給される商品量が，その同じ価格のもとに需

　要される商晶量とちょうどつり合って，商晶

　の売れ残りを生じないものとしても，それは

　かならずしも正しい需給の均衡を意味すると

　は限らない。いま，その価格が価値以上であ

　るとすれば，たとえ，この価格のもとで供給

　：量と需要量とが一致していても，需要は供給

　より相対的に大きかったのである。したがっ

　て，この場合やはり需給は正しく均衡してい

　ない。また，反対に，その価格が価値以下で

　あるとすれば，たとえ，この緬絡のもとで供

　給量と需要量とが一致していても，上述とは

　逆に，需要は供給より相対的に小さかったの

　であって，この場合やはり需給は正しく均衡

　していない。いずれにしても，商品の供給量

　と需要量とがちょうどつり合って売り残りを

　生じないというだけでは，いまだ正しい需給

　の均衡とはいえないのであって，問題はさら

　に，このような供給量と需要量との一致をも

　たらしている価格がそもそもいかなる価格で

　あるか，つまり，価値と合致する価格である

　や否やが，さらに問われねばならない。だが

　しかし，需要供給という場合，すでに商品の

　価値の成立は前提されており，また前提され

　ていなければならないのであるがゆえに，わ

　れわれのいう正しい意味の需給の均衡は，こ

　の前提された価値でもって生産され市場へ供

　給される丁丁の総量を，社会の需要がやはり

　このすでに定まっている岡じ価値でもって，

　ちょうど過不足なく吸収しうる大きさにある

　場合をいうのである。」一拙稿「『社会的必

　要労働時閥』にかんする技術説について（ll）

　一横由教授の所説に対する疑問一一」，「茨

　城大学農学部学術報告」第7号，昭和34年

　12　ノ一丁ij，　矧嚢伐　　P。149．一

　だが，いま，問題は，この引用文に規定する

ような需給の正しい均衡のもとで決定される市

場調整的価格が，さらに異体的に，いかなる水

準のものとして現われるかということであり，

また，その水準をきめる条件は何かということ

τある。したがって，われわれは，問題を需給

の不均衡のもとで考察するのではない。
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8）　マルクスは，『資本論』第3巻第44章にお

　いて，われわれの作成する第12表のように，

　最劣等の生産性をもつB地の遽加投資の個劉的

　生産価格によって市場調整的価格が決定され，

　これによって最劣等地Aにも差額地代が発生し

　うることを論じているが，これにたいして，周

　知のように，エンゲルスは，割注をつけて，「こ

　れもまたまったく正確に計算されているとはい

　えない」とし，別の計算方式を示している。す

　なわち，エンゲルスは，第12表の数字に照ら

　していえば，B地についての第1次投資によっ

　て生じた12シリングの地代を前提し，それを

　加算したうえで，B地の2つの資本の平均的生

　産価格を考え，それが市場調整的価格を規制す

　ることによって，最高地Aにも差額地代を生ず

　るものとしているのである。一K．Marx．　A．

　a．0．，S．789，邦訳前掲，青木文庫版（12），

　p．1044～5，岩波文庫版（1！），p．217～8．一

　　そして，この「最劣等地にも生ずる差額地

　代」をめぐるマルクスとエンゲルスのあいだの

　計算方式の相違は，ふるくからの谷間であり，

　これについてはわたくしは稿をあらためて詳し

　く検討したいと思っている。ここに，一応，私

　兇を結論的に示すならば，わたくしは，問題に

　かんしエンゲルスの修正を正しいと考えるもの

　である◎だが，このようにエンゲルスの修正：を

　正しいとしても，このことは，マルクスの計算

　方式がまったく誤っていることを意味するもの

　ではない。両方式いずれが成立するかは，もつ

　ばら，所与の条件いかんによるものであって，

　ただ，マルクスの計算方式よりは，むしろ，エ

　ンゲルスのそれのほうがヨリー般的に妥当する

　というにすぎないのである。

　　したがって，「最劣等地にも生ずる差額地代」

　の計算方式としては，われわれは，一般に，エ

　ンゲルスの修正方式によるのをヨリ妥当とすべ

　きであるが，本稿では，あえてこれによらず，

　もっぱら，マルクスの計算方式によって論を進

　めている。これは，差額地代狂にかんする穀価

　形成の原理についての大内氏の見解と私見との

　差異を明瞭かつ効果的に対比しようとしたから

　である。

9）　大内，前掲書，p．！65．

10）　前掲拙稿「絶対地代と独占地代の差異につい

　て」．
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1！）　上掲拙稿「絶対地代と独占地代の差異につい

　て」，p．124～5．

12）　大内，前掲書，p．！20，

V9。む　す　び

　われわれは，これまで，差額地代Hをもたらす耳門の

形成原理にかんする大内氏の所説にたいし，ながながと

論評を試みるとともに，この問題についての私見を述べ

てきたが，さいごに，氏の謬論は，つまりは，マルクス

によって批判ずみのリカード地代論の再版にほかならな

いことをあらためて確認してむすびとしよう。

　大内氏が，差額地代狂は，つねに，　「限界原理」によ

って形成されるという誤った主張をされるのは，たとえ，

「土地所有の法則」のもとでも，マイナス利潤を生ずる

ような「馬鹿げた」追加投資は行なわれるはずがないと

いう，これまた正しくない見解が，その直接の論拠にな

っていることは，われわれのすでにみてきたとおりであ

るが，さらに，その主張は，氏自身も認めるように，差

額地代Hは，ほんらい，いわゆる「収穫逓滅の法則」の

もとでだけ発生する，つまり，それは・社会の発展にと

もない土地利用が高度化するとき，土地の生産性が自然

必然的に劣悪化する限りで形成されるという理解をその

基礎とするものである。したがって，氏が，差額地代H

の本質をこうした基礎のもとで理解される以上，氏の差

額地代第2形態論はリカードとまったく隅一の見地に立

つものといわなければならない。

　そして，氏は，差額地代Hをリカードと同じ晃地から

把握するために，その成立をもっぱら「限界原理」にか

かわらせるのであって，氏の「限界原理」説は，リカー．

ド地代論にもとつく論理のいわば必然的帰結である。け

だし，いわゆる「収穫逓滅の法則」のもとでは，最終の

投資は，つねに，最劣等の投資となり・また・需要をみ

たすに必要不可欠な投資となるために，差額地代IIを生

ずる穀物価格は，おのずから・最終・最劣等の投資がそ

れ自身単独に平均利潤を要求するところで決定されると

いうことにならざるをえないからである。

　ところで，大内氏のいうように，差額地代llをもたら

す市場調整的価格が，つねに，「隈界原理」によって決

定されるものであるならば，これを決定するものは，ま

た，つねに，最終・最劣等の投資の個別的生産価格であ

るわけであって，市場調整的価格はこの個別的生産価格

以下にはけっしてさがりえないはずである。

　しかし，われわれは，差額地代買を生ずる市場調整的

価格の決定において，その市場調整的価格は，大内氏の

解されるように，つねに，最劣等の投資の個別的生産価

格によって決定されるものとは限らず，むしろ，決定さ

れるべき市場調整的価格のいわば最高隈を画するものに

ほかならないと理解する。

　すでに前壷でも引用しておいたが，マルクスは，この

点を，　『剰余価値学説史gのなかで，つぎのように述べ

ている。

　　「もっとも劣悪な生産諸条件のもとに生産されつつ

　　も，必要な供給の一・部分を提供するところの生産物

　　の個別的価値以上には，市場価値はけっしてつくり

　　だされない，というこの法則を，リカードは，市場

　　価値はこの生産物の価値以下に低落しえない，すな

　　わち，つねにそれによって決定されざるをえないと

　　いうふうにゆがめている。1）」

　差額地代ffの場合においても，1の場合と同じよう

に，最劣等の投資は，たしかに，社会の需要する穀物総

量を確保するために必要不可欠であると前提されてい

る。しかし，差額地代ffの場合は，1の場合と異なって，

その前提のもとに，最劣等の投資がどのように行なわれ

るかの条件は，かならずしも，最劣等の投資がそれ霞身

単独に平均利潤を確保するということに限られるもので

はなくて，最劣等の投資を含めた諸投資全体が一体的に

平均利潤を獲得するということでもいっこうさしつかえ

はないはずである。すなわち，その条件のいかんによっ

て，あるいは「限界原理」が支配し，あるいは「平均原

理」が支配する。そして，この相違は，すでに述べたよ

うに，もっぱら，当面の市場の状態の差異によるのであ

って，ふつうの市場の状態のもとでは，原則的に「平均

原理」が支配するのである。

　しかるに，大内氏は，最劣等の投資は需要をみたすに

必要不可欠な投資であるという，その理由だけにもとづ

いて，差額地代豆を生ずる市場調整的価格は，つねに，

r限界原理」，すなわち，最劣等の投資の個別的生産価格

によって決定されざるをえないものと主張されている。

とすれば，氏の主張は，ほんらい，上記引用文にみるマ

ルクスによって批判されたリカードの「ゆがめられた」

見解にほかならない。つまり，氏は，差額地代Hをもた

らす市場調整的価格は，最劣等の投資の個別的生産価格

以上には，けっして決定されえないという法則を，市場

調整的価格は，最劣等の投資の個別的生産価格以下には

さがりえない，すなわち，これによって，つねに決定さ

れざるをえないというように誤解されているのである。

　そして，この誤解の，よって生じている根本の原因は，

氏が，マルクスの価値理論および地代理論にかんする正

しい理解をもたれないために，リカードと同じように，

いわゆる「収穫逓減の法則」の非科学的迷信にとりつか
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れ，これとの関連でなければ，差額地代1をはじめ，H

についても，その本質を正しく把握できないということ

にある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19，65．　IO．　6）

註．1）K．Marx，　Theo7Aien　dr’ber　den　Mehr’wert，

　　　　　Teil　2，　Dietz　Verlag，　S．264，邦訳『剰余価

　　　　　値学説史』，雷マルクス・エンゲルス全集』，改造

　　　　　祉版，第10巻，p．60．ただし傍点は高鵬。

Sastwtwary

　　　　In　the　preseltt　paper　the　writer　intends　te　make　clear　the　conditlons　in　regard　to　the

determination　of　the　market－value　of　grains　which　are　produced　by　the　aclditional　capitals　that

・are　invested　upon　the　same　soil．

　　　　Usually，　it　is　said　that　the　market－vftlue　of　grains　of　soil　products　is　net　determined　by

痴eaVerage　Va1Ue　Of　the　prOdUCtS　in雛e蹴三re　line　Of　pr・dUCti・n，　bUt　by重he　i曲VidUal　valUe

of　the　products　that　are　produced　en　the　worst　soil　under　cultivation．　Kowever，　there　are

dlfierent　interpretatlons　kk　regard　that　it　is　determined　by　the　average　price　of　production　on

the　worst　soil，　or　by　the　ifnarginal　one　which　brkRgs　the　average　profit　even　upon　the　additional

capitai　wit’lrL　the　worst　productivity，　ancl　Pref．　Ouchi　prefers　th．e　latter　expl　anatien　to　the

f破mer。

　　　　The　writex”’s　conclusion　iR　this　regard　is　as　follows　：　lt一　depends　upon　the　general　state　ef

the　marl〈et，　by　whic｝　the　一regulating　px1ce　of　grains　is　fo．rmed，　whether　it’　is　cleterinined　by　the

average　price　of　productioem　on　she　werst　soil　undey　cuitivatlop．，　or　by　the　individual　one　of　the

aclditioy＝al　capital　with　the　worst　productivity．　ln　the　state　of　market　tha’t　the　social　demand

for　grains　is　．crreat．er　than　the　social　s’upply　of　it，　tlae　geneva1　p］：ice　of　production　is　regulated

by　the　average　prlce　of　tlie　productien，　on　the　centrary，　lt　is　regulated　by　the　individual　price

of　produceion，　of　the　marginal　inves“L’ment　in　the　state　of　marl〈et　tlaat　the　supply　of　gralns　is

greater　than　’the　deixtaiad　fer　it．　ffowever，　in　the　cammon　case，　the　regulating　price　of

productlon　is　determined　by　the　fexfxier　prlce，　it　is　rather　the　unttsual　case　to　be　determinecl

by　the　latter　price　which　is　the　hi・ghest　so　far　as　it　gives　rise　to　the　second　form　of　differential

rent　on　the　scame　soil　by　the　additional　investments．
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